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[bookmark: _Toc179812299]　提出書類及び各様式の記載要領

[bookmark: _Toc179812300]　現地見学会参加申込時における提出書類
現地見学申込書						（様式1）　＜1部＞
現地見学の参加を希望する企業ごとに提出すること。
　
[bookmark: _Toc179812301]　開示資料の貸与申込時における提出書類
資料開示申込書兼誓約書					（様式2）　＜1部＞
資料開示を要求する企業は、誓約事項を確認の上、記名捺印して、提出すること。

[bookmark: _Toc179812302]　質問の受付時における提出書類
	質問書							（様式3）　＜1部＞
募集要項 第３-２-（2）の記載を確認の上、別途提供するMicrosoft Excelデータに記入して提出すること。

[bookmark: _Toc179812303]　資格審査における提出書類
参加表明書
　参加表明書（応募企業用）					（様式4-1）　＜1部＞
　参加表明書（コンソーシアム用）				（様式4-2）　＜1部＞
いずれかの様式に代表者が記名捺印し、印鑑証明書[footnoteRef:1]を添付して提出すること。 [1:  本市の入札参加資格登録がなされている応募者は不要、入札参加資格登録がなされていない応募者は印鑑証明書を添付すること。] 


応募者の名称等
　応募者の名称等（応募企業用）				（様式5-1）　＜1部＞
　応募者の名称等（コンソーシアム用）			（様式5-2）　＜1部＞
募集要項等に基づき、応募者の名称等を記載すること。

添付書類								　　＜1部＞
応募企業又は応募グループ構成員について以下の書類を添付すること。
[bookmark: _Ref178345440]　会社概要（パンフレット等の使用も可）
※原則としてＡ4サイズのものとするが、これと異なる既存の書類があるときは、その提出を認める。
　登記簿謄本（直近3カ月以内の現在事項全部証明書）
　印鑑証明書[footnoteRef:2] [2:  本市の入札参加資格登録がなされている応募者は不要、入札参加資格登録がなされていない応募者は印鑑証明書を添付すること。] 

　法人税納税証明書
　消費税及び地方消費税納税証明書
　法人住民税納税証明書（直近2か年分）
　法人事業税納税証明書（直近2か年分）
[bookmark: _Ref178345659]　有価証券報告書
　⑧が無い場合、直近2期分の事業報告及び計算書類（担体及び連結）
※海外の企業については、これらを代替するものとするが、翻訳文を添付すること。

資格審査書類
　委任状							（様式6）　＜1部＞
コンソーシアムを構成する場合は、提出すること。
　参加資格確認申請書（応募企業用）				（様式7-1）　＜1部＞
様式に記載の誓約事項を確認し、代表者が記名捺印の上、提出すること。
　参加資格確認申請書（コンソーシアム用）			（様式7-2）　＜1部＞
応募者がコンソーシアムである場合には、代表企業以外のコンソーシアム構成員について、様式に記載の誓約事項を確認し、代表者が記名捺印の上、提出すること。
　実績を証明する書類					（様式8）　＜1部＞
募集要項第　第３-４-（3）応募企業又はコンソーシアム構成員に求められる実績要件に掲げられた事項に係る実績を記載の上、当該実績を確認するための資料を添付して提出すること。

資格審査の付属資料提出確認書				（様式9）　＜1部＞
応募者が自ら附属資料を確認した後、必要書類を添付して提出すること。

提案概要書							（様式10）　＜20部＞
作成要領を参照の上、義務事業、附帯事業及び任意事業について、その概要を記載すること。なお、（6）提案概要書は上記（1）～（5）とは別冊として、20部提出すること。

[bookmark: _Toc179812304]　参加辞退及びコンソーシアム構成員の参加資格喪失等に関する提出書類
資格審査書類の提出後、必要に応じ、提出することができる。

辞退届							（様式11）　＜1部＞
提案審査への参加を辞退する場合に、代表者が記名捺印の上、提出すること。

参加資格喪失等通知書					（様式12）　＜1部＞
コンソーシアム構成員が参加資格要件を満たさなくなった場合、コンソーシアム構成員を支配している者が変更された場合、又は、新たに第三者に支配された場合に、当該事由の判明後速やかに通知すること。

[bookmark: _Toc179812305]　提案審査書類受付時における提出書類
提案審査書類
　提案審査書類提出書					（様式13）　＜1部＞
様式に記載の誓約事項を確認し、代表者が記名捺印の上、提出すること。
　委任状（コンソーシアム用）				（様式14）　＜1部＞
コンソーシアムの場合、全構成員が記名捺印の上、提出すること。
　要求水準書に関する確認書					（様式15）　＜1部＞
様式に記載の誓約事項を確認し、記名捺印の上、提出すること。

提案書類							（様式16）　＜20部＞
提案項目、頁数制限等については提案書作成要領に記載のとおりとする。作成に当たっては、募集要項、要求水準書（案）、モニタリング基本計画（案）、優先交渉権者選定基準等を踏まえ、作成要領を参照すること。なお、提案書類は上記(1)提案審査書類とは別冊として、20部提出すること。



[bookmark: _Toc179812306]　作成上の留意点
[bookmark: _Toc179812307]　提出書類の位置づけ
書類の作成に当たっては、募集要項、優先交渉権者選定基準等を熟読し作成するとともに、提案書類の審査上及び契約上の位置付けをよく理解すること。
なお、優先交渉権者として選定された場合、提案書類は実施契約の一部を構成するものとなるため、資格審査書類と提案審査書類との内容について齟齬又は矛盾がある場合には、実施契約締結までに調整するものとする。

[bookmark: _Toc179812308]　企業名の記載
提案概要書（様式10）及び提案書類（様式16）では、社名、ロゴマーク等を記載してはならない。ただし、様式16を記す上で、企業の関連性がわかるように提案書作成要領の構成員記号を用いて記載を行うこと。

[bookmark: _Toc179812309]　記載内容
各様式の作成については、平易な文章で具体的かつ明確に記述すること。また、具体的かつ明確に記述するために必要な項目等がある場合は、適宜、追加記述すること。
なお、提案を分かり易く説明するための模式図やイラスト等による表現は可能とする。各様式において記述による説明が必要とされている事項（必須記載事項）については、必ず記述すること。記述のない場合は失格とすることがある。
各様式間においては、記載内容の整合性を図ること。
造語、略語は、専門用語、一般用語を用いて初出の個所に定義を記述すること。
他の様式や補足資料に関連する事項が記述されているなど、参照が必要な場合には、該当するページを記述すること。

[bookmark: _Toc179812310]　書式等
各提出書類に用いる言語は日本語、通貨は円、単位は原則ＳＩ単位とすること。
使用する用紙は、表紙を含め、各規定様式を使用し、特に指定のある場合を除き、A4サイズ縦長両面印刷あるいはA3サイズ横長片面印刷とし、A3サイズ横長を使用の場合は、A4サイズ縦長に折り込みの上、他書類と共に冊子とすること。
頁数に制限がある場合は、それを遵守すること。
図表等は適宜使用して構わないが、規定の頁数に含めること。
図面及び図表等を除き、各提出書類で使用する文字の大きさは10.5 ポイント以上とし、特に指定のある場合を除き、上15mm、下15mm、左20mm、右15mm程度の余白を設定すること。
会社概要及び実績を証する書類については、パンフレット等の使用を認める。
なお、各提出書類はカラーで記載しても構わない。ただし、市は必要に応じて、提出される書類を白黒で複写する場合があることに留意すること。

[bookmark: _Toc179812311]　編集方法
書類の順序は、様式通番のとおりとし、様式及び添付資料が複数ページにわたるときは、右肩にページ番号を付すこと。
各様式は、以下のように取りまとめ、提出すること。

資格審査書類
0. -1と①-2は別冊とすること。
	1 -1参加表明書
	様式4-1～9及び会社概要等の添付書類

	1 -2提案概要書
	様式10



提案審査書類
②-1と②-2は別冊とすること。
	2 -1提案審査書類
	様式13～15

	2 -2提案書類
	様式16



[bookmark: _Toc179812312]　提出方法
資格審査書類及び提案審査書類は、正本及び副本を指定の部数提出すること。また、副本の表紙には、右肩に通し番号を付けること。
各様式は、Microsoft Word 又は Microsoft Excel を使用して作成すること。
資格審査書類及び提案審査書類の受付時における各提出書類については、各情報が保存されているCD-R又はDVD-R等の電子媒体を3部提出すること。Microsoft Excelで提出を指定している書式についても、当該電子媒体により提出すること。なお、計算の数式及び他のシートとのリンクが残ったままとし、再計算等が可能な状況で提出のこと。
様式16について、応募者の個別の名称を伏せた上での提出を指定している。市が確認の上、応募者及び応募アドバイザー、その他本公募に関し特定の応募者への支援・協力を行う者の企業名及び企業を類推できる記載（ロゴマークの使用等を含む。）が見受けられる場合、市は黒塗りする等企業名を類推できない形にした上で審査を行う場合がある。したがって、様式内で用いる文字、図、表、写真等については、データでのカット＆ペーストができる状態のまま提出すること。





 









[bookmark: _Toc179812313]【現地見学会参加申込時における提出書類】




【様式1】　現地見学申込書

令和　　年　　月　　日

　宇　部　市　長　　様

現地見学申込書

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「宇部市公共下水道西部処理区運営事業」に関する現地見学を希望します。参加者は、以下のとおりです。

現地見学日時
令和　年　月　　日　　：　　～　　：


	No
	参　加　者　氏　名
	所　属　部　署　・　役　職

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	

	５
	
	

	６
	
	

	７
	
	

	８
	
	















[bookmark: _Toc179812314]【開示資料の貸与申込時における提出書類】



【様式2】　資料開示申込書兼誓約書

令和　　年　　月　　日


宇　部　市　長　　様

資料開示申込書兼誓約書

　宇部市公共下水道西部処理区運営事業における参画の検討に伴い、資料の開示を下記のとおり申し込みます。
また、取得した資料の取り扱いに関して、下記誓約事項を遵守します。


記

	会　社　名
	　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	所　在　地
	

	電話番号
	

	Ｆ Ａ Ｘ
	

	担
当
者
	氏　名
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	

	誓約事項
	・取得した資料の情報は、「宇部市公共下水道西部処理区運営事業」に係るもの以外の目的で使用しません。
・取得した資料で知り得た秘密を他人に漏らしません。
・その他公益を害することのないように努めます。
・提案書提出に至らなかった場合、及び優先交渉権者として特定されなかった場合、その写しを含めて全て廃棄する事を約束します。





【様式3】　質問書

令和　　年　　月　　日







[bookmark: _Toc179812315]【質問の受付時における提出書類】

別途提供するMicrosoft Excelデータに記入すること。













[bookmark: _Toc179812316]【資格審査における提出書類】


【様式4-1】　参加表明書（応募企業用）

令和　　年　　月　　日


宇部市公共下水道西部処理区運営事業
参加表明書

宇　部　市　長　　様

住所又は
所在地
商号又は
名称

代表者㊞


令和●年●月●日付で募集要項等の公表がありました「宇部市公共下水道西部処理区運営事業」の公募に参加することを表明します。




＜添付書類＞
1.　印鑑証明書※








※本市の入札参加資格登録がなされている応募者に関しては、印鑑証明書は不要、入札参加資格登録がなされていない応募者は印鑑証明書を添付すること。


【様式4-2】　参加表明書（コンソーシアム用）

令和　　年　　月　　日


宇部市公共下水道西部処理区運営事業
参加表明書

宇　部　市　長　　様

応募コンソーシアム名　

住所又は代表企業

所在地
商号又は
名称

代表者㊞


令和●年●月●日付で募集要項等の公表がありました「宇部市公共下水道西部処理区運営事業」の公募に参加することを表明します。
なお、別添「代表企業、構成員並びに役割分担表」で示す各構成員は、募集要項に示される資格要件を満たしていることを誓約します。



＜添付書類＞
1.　印鑑証明書※








※本市の入札参加資格登録がなされている応募者に関しては、印鑑証明書は不要、入札参加資格登録がなされていない応募者は印鑑証明書を添付すること。


[bookmark: _Toc452417620]【様式5-1】応募者の名称等（応募企業用）
令和　　年　　月　　日

宇部市公共下水道西部処理区運営事業
応募者の名称等

■応募企業
	名　称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	担当者氏名
	
	所 属
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	




















※ 記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。また、不要な欄は適宜削除してください。


[bookmark: _Toc452417621]【様式5-2】応募者の名称等（コンソーシアム用）
令和　　年　　月　　日

宇部市公共下水道西部処理区運営事業
代表企業、構成員並びに役割分担表


	応募コンソーシアム名
	


■代表企業
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	担当者氏名
	
	所 属
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	本事業における役割

	※本事業における役割について、その内容を簡潔に記載してください。


■構成員１
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	担当者氏名
	
	所 属
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	本事業における役割

	※本事業における役割について、その内容を簡潔に記載してください。



■構成員２
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	担当者氏名
	
	所 属
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	本事業における役割

	※本事業における役割について、その内容を簡潔に記載してください。


■構成員３
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	担当者氏名
	
	所 属
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	本事業における役割

	※本事業における役割について、その内容を簡潔に記載してください。












※ 記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。また、不要な欄は適宜削除してください。


[bookmark: _Toc452417622]【様式6】委任状
令和　　年　　月　　日


委任状

宇　部　市　長　　様




■構成員
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印




私は、下記の企業をグループの代表企業とし、令和●年●月●日付で募集要項等の公表がありました「宇部市公共下水道西部処理区運営事業」に関し、次の権限を委任します。

＜委任事項＞
１．参加表明に関する件
２．参加資格審査書類の提出に関する件
３．辞退に関する件
４．復代理人の選任及び解任に関する件

■受任者（代表企業）
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印




　枚目／　枚中
※：構成員ごとに別葉とすること。




[bookmark: _Toc452417623]【様式7-1】参加資格確認申請書（応募企業用）
令和　　年　　月　　日


宇部市公共下水道西部処理区運営事業
参加資格確認申請書

宇　部　市　長　　様

	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞



令和●年●月●日付で募集要項等の公表がありました「宇部市公共下水道西部処理区運営事業」に係る参加資格要件について、当社は、募集要項　第３‐４‐（３）に定められた応募者に求められる参加資格要件を満たしていること、並びにこの申請書及び関係書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
なお、募集要項に定められた参加資格要件を満たしていること、並びにこの申請書及び添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

＜関係書類＞
1． 募集要項　第３‐４‐（３）の実績要件に掲げられている事項に係る実績を証する書類
2． 募集要項　第３‐４‐（３）①を証する書類（写）




[bookmark: _Toc452417624]【様式7-2】参加資格確認申請書（コンソーシアム用）
令和　　年　　月　　日


宇部市公共下水道西部処理区運営事業
参加資格確認申請書

宇　部　市　長　　様


	応募コンソーシアム名
	

	代表企業
	住所又は
所在地
	

	
	商号又は
名称
	

	
	代表者
	㊞



令和●年●月●日付で募集要項等の公表がありました「宇部市公共下水道西部処理区運営事業」に係る参加資格要件について、当社は、募集要項　第３‐４‐（３）に定められた応募者に求められる参加資格要件を満たしていること、並びにこの申請書及び関係書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
なお、募集要項に定められた参加資格要件を満たしていること、並びにこの申請書及び添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

＜関係書類＞
1． 募集要項　第３‐４‐（３）の実績要件に掲げられている事項に係る実績を証する書類
2． 募集要項　第３‐４‐（３）①を証する書類（写）




[bookmark: _Toc452417625]【様式8】実績を証する書類（応募企業用・コンソーシアム用　共通）
■　募集要項　第３‐４‐（３）の実績要件に掲げられている事項に係る実績
【維持管理】
	項目
	処理場
	ポンプ場

	契約金額
	
	

	契約期間
	
	

	発注者
	
	

	受注者
	
	

	施設名称
	
	

	処理方式
	
	－

	処理能力
	m3/日
	m3/時間

	処理実績
	日最大
	m3/日
	m3/時間

	
	日平均
	m3/日
	m3/時間


　※ 上記実績について確認できる資料（契約書等の写、年報等）は必ず添付してください。また、必要に応じて、事業や施設の概要が記載されている資料も添付することは可とします。なお、外国語の場合には、翻訳も添付してください。




[bookmark: _Toc452417628]【様式9】資格審査の附属資料提出確認書
令和　　年　　月　　日

宇部市公共下水道西部処理区運営事業
資格審査の附属資料提出確認書
	商号又は名称
	

	本事業における役割
	

	附属資料
	応募者
確認
	市確認

	①
	会社概要（パンフレット等の使用も可）
	
	

	②
	登記簿謄本
	
	

	③
	印鑑証明書
	
	

	④
	法人税納税証明書
	
	

	⑤
	消費税及び地方消費税納税証明書
	
	

	⑥
	法人住民税納税証明書（直近2か年分）
	
	

	⑦
	法人事業税納税証明書（直近2か年分）
	
	

	⑧
	有価証券報告書
（ない場合、直近２期分の事業報告及び計算書類（単体及び連結））
	
	


※複数の企業にて当該業務を実施する場合には、会社ごとに本様式を作成すること。
※納税証明書については、宇部市税、山口県税に係る徴収金を完納していることが分かる証の写しを添付してください。なお、宇部市及び山口県に納税義務を有しない者にあっては、本店又は主たる営業所の所在地における市町村税（都税・特別区税）及び道府県税（都税）を滞納していないことが分かる証の写しを添付してください。
※支店等に委任事項のある場合については当該地に係るものも提出してください。
※各種証明書類は本様式提出日から3か月以内に発行されたもの（写し可）を添付してください。
※必要書類が揃っていることを確認したうえで「応募者確認」欄に「○」をつけてください。該当しない場合には「－」をつけてください。
※有価証券報告書を作成していない会社は、当該会社の株式を５０％以上保有する会社がある場合その会社名と保有割合を申告してください。
※本市の入札参加資格登録がなされている応募者は不要、入札参加資格登録がなされていない応募者は印鑑証明書を添付してください。

2
	様式10　宇部市公共下水道西部処理区運営事業　提案概要書

	


【提案概要書作成要領】

○提案概要書は、提案内容ついて、市の政策方針や既存計画との整合性の観点で、その実施可否を判断する予備的審査を行うために提出を求めるものであり、評価の対象とはならない。なお、提案概要書は、応募者が提出時点で想定する提案の概要を取りまとめたものであり、最終的な提案書の内容を拘束するものではない。また、市は、提案概要書を評価の対象としない。
○記載内容は、義務事業、附帯事業及び任意事業（附帯事業及び任意事業については、提案がある場合。当該提案がなければ、義務事業のみを記載。）とする。
○提案概要書の記載方法については、以下のとおりである。
①提案用紙は、日本工業規格Ａ３（横）とする。
②提案は、上記用紙に片面1枚以内とする。横書きで記載し、余白を上15㎜、下15㎜、左20㎜、右15㎜以上空けること。枠等は特に設けなくても良い。
③最上部に枠囲みでタイトル（ゴシック体　12ポイント）を記載する。　※本項については、既に様式に記載済み
④文字のポイント、字体は問わない（但し、タイトルについては、上記③のとおりとする。）。
　⑤図、写真及び表の使用は可能。また、応募者等の個別名称やロゴマークの表記も可とする。
　⑥作成は、カラー又はモノクロのどちらでも可とする。
　⑦提案概要書の様式とは別に、提案内容を補足するための資料（以下「添付資料」という。）の添付も可とする。当該添付資料の作成については、用紙の大きさや枚数等は任意とする。ただし、必ず、紙にて提出のこと（電子媒体等のみの提出は認めない）。
　⑧提出にあたっては、提案概要書にＡ４（縦）の表紙を付け、表紙の後に本様式、本様式の後に添付資料を添付して全体を一つにまとめ、表紙の次から通し番号で用紙がＡ３については提案書の右下に、Ａ４については提案書の中央下にアラビア数字でページを振ること。ページを振る位置は、上記②の余白にかからないこと。字体についてはゴシック10ポイントとすること。提案書類はＡ４（縦）サイズに折って、書類の左側２ヶ所を止めること。
























[bookmark: _Toc179812317]【参加辞退及びコンソーシアム構成員の参加資格喪失等に関する提出書類】


[bookmark: _Toc452417631]【様式11】辞退届

令和　　年　　月　　日


宇部市公共下水道西部処理区運営事業
辞退届

宇　部　市　長　　様


	代表企業名またはコンソーシアム名

	

	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞




令和●年●月●日付で募集要項等の公表がありました「宇部市公共下水道西部処理区運営事業」に関する参加資格審査通過者となりましたが、下記の理由により参加を辞退します。

	辞退の理由：





[bookmark: _Toc452417633]【様式12】参加資格喪失等通知書
令和　　年　　月　　日

宇部市公共下水道西部処理区運営事業
参加資格喪失等通知書

宇　部　市　長　　様
	応募コンソーシアム名
	

	代表企業
	住所又は
所在地
	

	
	商号又は
名称
	

	
	代表者
	㊞


令和●年●月●日付で募集要項等の公表がありました「宇部市公共下水道西部処理区運営事業」について、令和　　年　　月　　日付で参加表明を行っていますが、下記の者に係る【参加資格喪失・支配している者の変更・第三者により支配された事実】について通知します。
記
■コンソーシアム構成員
	名　称
	

	所在地
	

	代表者名
	


■通知事由
	該当する事項
	※①資格喪失、②コンソーシアム構成員を支配している者の変更、③コンソーシアム構成員が新たに第三者に支配された事実 より選択し記載すること

	内　容
	※上記で選択した項目について、具体的に記載すること

	該当年月日
	令和　　年　　月　　日


※ 【参加資格喪失・支配している者の変更・第三者により支配された事実】については、該当する事項を除き削除してください。











[bookmark: _Toc179812318]【提案審査書類受付時における提出書類】


[bookmark: _Toc452417635]【様式13】提案審査書類提出書
令和　　年　　月　　日


宇部市公共下水道西部処理区運営事業
提案審査書類提出書

宇　部　市　長　　様


	代表企業名またはコンソーシアム名
	

	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞




「宇部市公共下水道西部処理区運営事業　募集要項」に基づき、提案審査に係る審査書類を添付して提出します。
なお、提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。


[bookmark: _Toc452417637]【様式14】委任状（コンソーシアム用）

令和　　年　　月　　日

委任状

宇　部　市　長　　様


■構成員
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印



■構成員
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印



■構成員
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印



※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。また、不要な欄は適宜削除すること。


私達は、下記の企業をグループの代表企業とし、令和●年●月●日付で募集要項等の公表がありました「宇部市公共下水道西部処理区運営事業」に関し、次の権限を委任します。

＜委任事項＞
１．提案審査書類の提出に関する件

■受任者（代表企業）
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印





[bookmark: _Toc452417640]【様式15】要求水準書に関する誓約書

令和　　年　　月　　日


宇部市公共下水道西部処理区運営事業
要求水準に関する誓約書

宇　部　市　長　　様


	代表企業名またはコンソーシアム名
	

	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞



令和●年●月●日付で募集要項等の公表がありました「宇部市公共下水道西部処理区運営事業」の審査に係る提出書類の一式は、募集要項等に添付された「宇部市公共下水道西部処理区運営事業　要求水準書（案）」に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。













[bookmark: _Toc179812319]【提案書類様式集】

※以下は別冊とし、作成要領に基づき作成してください。














[bookmark: _Toc179812320]【１．提案様式】




	様式16-1　全体事業計画

	全体事業計画について、以下の内容を含めて記載すること。
1 基本運営方針ア～キを実現するにあたり本事業に対する方針、特徴、コンセプト等について記載すること。
2 市・運営権者・構成員、その他金融機関等、それぞれが担う役割と責任について明示すること。







	様式16-2　業務体制

	業務体制について、以下の内容を含めて記載すること。
1 SPCの組織図と各構成員の業務割当について記載すること。
2 各構成員のリスク分担について明示すること。
3 応募企業又はコンソーシアム各構成員の実績について、別添様式5に記載すること。ただし、企業名は伏せて記載すること。







	様式16-3　財務管理

	財務管理について、以下の内容を含めて記載すること。
1 収支計画を設定する上で定める背景、条件を明示すること。また、事業区分別にその内容を具体的に示し、妥当性を明示すること。
2 収支計画を【別添資料1-1a】及び【別添資料1-1b】に示すとともに、積算根拠資料を記載すること。
　※収支計画の裏付けとなる需要想定など、必要な積算根拠資料を添付すること。
　※利用料金割合の設定にあたり、方針及び条件を明示すること。
  ※任意事業を提案する場合は、別途収支計画を明示すること。
　※真締川ポンプ場が令和19年度に廃される条件で【別添資料1-1a】を、存続する条件で【別添資料1-1b】を記入し、2ケース提示すること。
3 資金調達の基本方針と方法について記載すること。
　※事業当初の出資金・借入金や事業期間中における借入金などの資金調達、その他資金調達面での事業への対応方法について考え方を記載すること。
〈事業当初の資金調達の構成及び資金運用（使途）〉
〇出資金
	種類
	出資者名
	出資金額
（百万円）
	資金運用
（使途）
	特記事項

	
	
	出資比率（%）
	
	
	

	本議決権株式
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	計
	－
	
	
	

	無議決権株式
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	計
	－
	
	
	



〇借入金
	借入先
	借入金額（百万円）
	資金運用（使途）
	借入時期
	借入期間
	借入利率
	返済方法

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	



4 事業実施にあたり想定されるリスクを明示するとともに、当該リスクに対する回避策として保険の付保又はその他手法によるものを具体的に示すこと。
5 事業状況に応じた財務KPIの見直し等、管理手法そのものを見直すための手法及び体制構築のあり方について記載すること。



	様式16-4　危機管理

	危機管理について、以下の内容を含めて記載すること。
1 事業実施の際に想定される災害及び事故について明示した上で、以下の項目に対する実施方針、具体的取組、対応策等を示すこと。
　1）業務体制
　2）対応手順
　3）連絡体制
　4）復旧手順
　5）防災訓練







	様式16-5　共創の取組

	共創の取組について、以下の内容を含めて記載すること。
1 市職員の技術力を継承するための方針と具体的方策について示すこと。
2 東部浄化センターの直営職員との定期的な会合や相互の情報共有による技術力の向上や課題解決の推進を目的とした取組に関し、実施時期、体制等、具体的な方策を示すこと。







	様式16-6　セルフモニタリング

	①　セルフモニタリングの基本方針、実施内容、実施体制、実施時期、頻度及び結果の公開に等について、記載項目例を参考に明示すること。






	様式16-6　セルフモニタリング（記載項目例）

	１．セルフモニタリングの基本方針
　　セルフモニタリングの目的を踏まえ、どんな目的をもってどんな姿勢で臨むのか、結果の反映等の方針を明示すること。
２．経営についてのセルフモニタリング
　　経営のセルフモニタリングとして、財務管理、コンプライアンスに関する内容を含め以下の点を記載すること。
（1）実施体制及び実施手段
　（2）内容・基準・頻度
　（3）結果の反映方法
３．改築についてのセルフモニタリング
　　　改築業務のセルフモニタリングとして、業務全体の工程管理、安全管理、品質管理、受託者・請負人に対する監督に関する内容を含め、以下の点を記載すること。
　（1）実施体制及び実施手段
　（2）内容・基準・頻度
　（3）結果の反映方法
４．維持管理についてのセルフモニタリング
　　維持管理業務についてのセルフモニタリングとして、維持管理計画の立案と改善、運転管理及び保全管理の実施に関する内容を含め、以下の点を記載すること。
　（1）実施体制及び実施手段
　（2）内容・基準・頻度
　（3）結果の反映方法
５．任意事業についてのセルフモニタリング
　　提案内容のセルフモニタリングをどのように実施するのか記載すること。
６．セルフモニタリングの結果の情報開示
　（1）情報開示の方針
　（2）外部からの意見への対応方針





	様式16-7　ＤＸ等技術活用

	ＤＸ等技術活用について、以下の内容を含めて記載すること。
1 ＤＸ等の技術を活用した事業実施にあたり方針と実現に向けた具体的方策を示すこと。







	様式16-8　地域貢献

	地域貢献について、以下の内容を含めて記載すること。
1 地元企業との連携や協力、地元資機材の活用、地域住民雇用による地域社会活性化について考え方と実現に向けた取り組みについて明示すること。また、その取組により期待される効果を示すこと。
2 本事業全体の総事業費のうち地元企業への発注割合を下表に基づき示すこと。なお、総事業費は【別添様式1-1a】中の費用合計額とする。また、必要に応じてその根拠資料を示すこと。
※発注が地元業者同士で重層関係にあるものは、上位層の発注予定額を計上数値とし、下位層の発注金額を二重計上しないものとする。

	地元企業への発注額／総事業費×100（％）
	



3 ①で示した地域住民の雇用に対し、基本方針を示した上で、雇用内容や雇用時期等の具体的項目・内容を明示の上、ロードマップを示すこと。
4 地域住民の理解醸成について考え方と取り組みについて示すこと。






	様式16-9　運転・維持管理・保守点検

	運転・維持管理・保守点検について、以下の内容を含めて記載すること。
1 処理場の効率的な運転・維持管理・保守点検について以下の点を踏まえて基本方針を具体的に明記すること。（包括業務対象施設との一体的な維持管理方針、玉川ポンプ場との運転調整）
2 本浄化センターの流入・放流実態を踏まえ、放流水質基準を満たすための運転管理方法について具体的に明記すること。
3 処理場の効率的な運転・維持管理について考え方と具体的方策について明記すること。
4 運転・維持管理・保守点検の中で環境配慮の視点からの取組について具体的に明記すること。
5 環境ＫＰＩの評価、反映方法について、考え方と具体的な方策（確認時期、反映時期、公表方法等）について明記すること。
※ＤＸ等の技術活用に関する提案は評価項目「ＤＸ等技術活用」にて記載すること。





	様式16-10　改築・修繕

	改築・修繕について、以下の内容を含めて記載すること。
1 本浄化センターの特徴を踏まえ、改築・修繕を行う上での基本方針を具体的に明記すること。
2 処理場の改築を行うにあたり、上限額の範囲内でより効率的に行うための取り組みについて明記すること。また日常的な維持管理成果の改築・修繕への反映について、その方策を明記すること。
※別添様式3改築提案書に示す、年あたり上限額及び全体上限額を超えないこと。
※下表に改築上限額に対する提案事業費を記載すること。

　単位：千円　　　　
	項目
	合計

	改築上限額（税抜）
	8,478,182

	提案事業費
	



3 改築・修繕にあたり、環境配慮の視点からの取組について具体的に明記すること。
※DX等の技術活用に関する提案は評価項目「DX等技術活用」にて記載すること。




	様式16-11　LCC縮減に関する妥当性

	1 LCCの構成要素のうち改築に係る費用と維持（運転に係るユーティリティ）に係る費用に関して明示すること。
2 改築計画に関して主要な対象機器の更新について、工夫点を示したうえで、以下の項目を明記すること。
1）機器名称
2）更新予定時期
3）年間削減効果
4）更新後事業期間終了までの削減効果



	様式16-12　包括的民間委託業務

	包括的民間委託業務について、以下の内容を含めて記載すること。
1 基本方針に関して、以下の内容を踏まえて、具体的に明記すること。（西部STPとの一体的な維持管理方針、玉川ポンプ場との連携）
2 管理体制について、明記すること。
3 管理システムについて、明記すること。
4 安全対策について、体制・取組・衛生管理・安全衛生協議会等を具体的に明記すること。
5 雨水ポンプ場に関する取組について、降雨時の判断基準、出勤時の指示に関する内容を具体的に明記すること。
6 緊急時の考え方等について、具体的に明記すること。
7 維持管理業務における提案があれば、具体的な内容を明記すること。
8 点検・検査、保守業務に関する提案に関して、具体的な内容を明記すること。



	様式16-13　附帯事業

	附帯事業について、以下の内容を含めて記載すること。
1 将来にわたっての汚泥の有効利用について方針と事業実現に向けた提案を明記すること。
2 その他、宇部市公共下水道に対し効用が発揮される提案を明記すること。
※提案事業内容毎に目的、実施時期、実施体制、費用等期待される効果等を具体的に明記すること。
※提案事業内容毎で想定される課題およびその対策について明記すること。
※附帯事業の実施にあたり、事業実施のプロセス、実施にあたり制約となる条件を明示すること。




	様式16-14　任意事業

	任意事業について、以下の内容を含めて記載すること。
1 公序良俗に反しない、独立採算の提案を明記すること。ただし、従来の収益発生事業に限らず地域社会活性化についての提案も認められる。
2 汚泥の有効利用について附帯事業でなく任意事業で提案する場合は、その方針と事業実現に向けた提案を明記すること。
※提案事業内容毎に目的、実施時期、実施体制、費用等期待される効果等、事業実現に向けた具体的方策を明記すること。
※提案事業内容毎で想定される課題およびその対策について明記すること。
※任意事業の実施にあたり、事業実施のプロセス、実施にあたり制約となる条件を明示すること。
※任意事業に関して、不測の事態等で実施が困難であった場合に運営権者側の責任は問わないものとする。





	様式16-15　その他提案

	その他提案について、以下の内容を含めて記載すること。
1 利用料金の上昇抑制ひいては、使用料金上昇抑制につながる提案に関して記載すること。本項に関しては、改築等の各年度の上限額にとらわれない理想的な改築更新計画等に関して記載すること。なお提案価格に対しては評価対象としない
※全体事業費は基本的に下表の上限額の範囲内とすること。下表の上限額を超えて提案を行う場合は、利用料金の抑制が見込めること。なお、建替え、改築の土建機電の総額で上限1内とすること。
※下表合計の上限を超えて提案を行う場合は、利用料金の抑制額を明示し、トータルで経済的となることを明示すること。

	項目
	上限額（百万円　税込）

	上限額
	16,974



※土木・建築費用を含めた提案を行うこと、ただし土木・建築工事を事業に含めるものではない。
※30年間の提案を求めるが、提案内容が全て採用されるものでは無い。また提案内容により、市が必要と判断した提案を、部分的に採用する
※提案に対し、根拠として必要に応じ、別添様式1-1a及び別添様式3を参考に収支計画書、改築提案書を作成すること。その場合様式欄追加は任意とする。
※提案内容の実施にあたり、事業実施のプロセス、実施にあたり制約となる条件があれば明示すること。


2 その他、利用料金の低減に向けた提案があれば、具体的な取組みや時期など含めて記載すること。












1　再構築に係る土木機電設計の改築上限額12,852百万円（基準価格ベース）



	様式16-16　評価価格

	評価価格について、以下の内容を記載すること。





事業期間における利用料金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜）


事業期間におけるサービス対価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜）


事業期間における改築費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜）

　※金額の記載はアラビア数字を使用すること。
　※各費用は、以下の別添様式中値と整合を図ること。
　　事業期間における利用料金　　　【別添様式1-1】　利用料金収入
　　事業期間におけるサービス対価　【別添様式1-1】　包括的民間委託におけるサービス対価
　　事業期間における改築費　　　　【別添様式3】　更新費用














[bookmark: _Toc179812321]【２．別添様式】


【別添様式1-1a】　収支計画　計画財務諸表（貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書）_真締川ポンプ場廃止ケース
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【別添様式1-1b】　収支計画　計画財務諸表（貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書）_真締川ポンプ場存続ケース
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【別添様式1-2】　収支計画　計画財務諸表（任意事業　貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書）
[image: ]
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【別添様式2】　公共施設等運営事業におけるサービス対価
[image: ]



【別添様式3】　改築提案書
[image: ]



【別添様式4】　附帯事業提案書
[image: ]

【別添様式5】実績を示す書類
様式8に基づき記載すること。なお、様式8から内容を変更する場合は、変更箇所を明示し、様式8の※に示す各種内容、必要書類を添付すること。
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【別添様式6】要求水準項目チェックシート
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	提案書作成要領

	提案書類（提案様式、別添様式、添付資料）は以下の要領に従い、別冊として20部提出すること。資料は、下記〔応募者の個別の名称等を伏せた資料〕を参照して、応募者の個別の名称を伏せた資料とすること。

〔共通事項〕
(1) 提案用紙は、日本工業規格A4（縦）両面印刷あるいはA3（横）片面印刷とする。
(2) 提案は、様式ごとに横書きで記載し、余白を左20 mm、右15 mm程度空けること。
(3) 文字は10.5ポイント以上とする。字体は問わない。
(4) 図表等の使用は可能。この際、差込資料中の文字は10.5ポイント以上の制限を設けないが、本文を補完するための必要最小限の範囲とすること。
(5) 様式中のレイアウトは任意とする（様式に記載の提案事項の文言についても一行書きにこだわらず、任意の位置で改行してよい。また、改行幅も任意でよい。）。
(6) 作成に当たっては、カラー又はモノクロのどちらでも可とする。
(7) 本様式の最上部に枠囲みで様式番号及びタイトル（例：様式16-1　全体事業計画）を記した見出しをつけること。　※本項については、既に様式に記載済み。
(8) 提案書は様式通番のとおりとし、クリップ止め又はフラットファイルに綴じ、A4サイズ縦長に折り込みの上、提出すること。
(9) 提出にあたり、【別添様式】については、別途、市が提供するEXCELファイルにて作成したものを電子ファイルにて提出すること。
※提案書の構成は、「提案様式」、「別添資料」「添付資料」とする。
(10) 提案書の右肩にアラビア数字でページを振ること。ページを振る位置は、上記（2）の余白内とする。字体については上記（3）と同じとする。ページ番号については、評価項目「全体事業計画」を先頭に評価項目の番号順に通しで右肩に振ることとする。
(11) 応募者を特定できないよう以下の点を守って作成すること。
1 提案書類（様式16）中に社名、ロゴマーク等を記載してはならない。
2 文章中の企業名については匿名で表記すること。ただし、匿名企業の業務体制における関係性は認識できるように表記すること。また、地元企業（地元企業＝宇部市内に本社を置く企業。ただし、融資等の資金調達面で事業参画する金融機関等については、宇部市内に支店を置く企業を地元企業とする。）については、地元企業であることが分かるよう表記すること。表記の方法は、下表のとおりとする。

	種類
	表記方法（地元企業以外）
	表記方法（地元企業）

	応募企業
	応募企業
	地元応募企業

	応募グループ
	代表企業
	代表企業
	地元代表企業

	
	構成員（代表企業除く）
	構成員Ａ、構成員Ｂ、構成員Ｃ・・・
	左記で構成員Ｂが地元企業の場合　構成員Ａ、地元構成員Ｂ、構成員Ｃ・・・

	協力企業
	協力企業Ａ、協力企業Ｂ、協力企業Ｃ・・・
	左記で協力企業Ｂが地元企業の場合　協力企業Ａ、地元協力企業Ｂ、協力企業Ｃ・・・

	再委託等予定先企業
	再委託等企業Ａ、再委託等企業Ｂ、再委託等企業Ｃ・・・
	左記で再委託等企業Ｂが地元企業の場合　再委託等企業Ａ、地元再委託等企業Ｂ、再委託等企業Ｃ・・・

	資金調達面で参画する金融機関等
	金融機関Ａ、金融機関Ｂ、金融機関Ｃ・・・
	左記で金融機関Ｂが地元企業の場合　金融機関Ａ、地元金融機関Ｂ、金融機関Ｃ・・・

	応募グループの構成員として資金調達面で参画する金融機関等
	構成員金融機関Ａ、構成員金融機関Ｂ、構成員金融機関Ｃ・・・
	左記で構成員金融機関Ｂが地元企業の場合　構成員金融機関Ａ、地元構成員金融機関Ｂ、
構成員金融機関Ｃ・・・


※応募企業、代表企業、構成員、協力企業、再委託等の定義は、募集要項に記載のとおりとする。
※「構成員Ａ」、「構成員Ｂ」、「構成員Ｃ」・・・の表記方法は、「構成員」の後にアルファベット順にアルファベットを大文字で表記。協力企業、再委託等予定企業、資金調達面で参画する金融機関等についても同様




	提案書作成要領

	各項目の提案書は以下の枚数に収めること。なお、【　】はA4をA3に置き換えた場合の所定枚数を示す。

	[bookmark: RANGE!A1:C24]評価基準項目
	枚数

	
	
	

	1.事業方針
	

	　
	様式16-1
	全体事業計画
	A4版4枚以内【A3版2枚以内】
	

	
	様式16-2
	業務体制
	A4版4枚以内【A3版2枚以内】+別添様式：A4枚数任意
	

	
	様式16-3
	財務管理
	A4版6枚以内+別添様式:A3
【A3版3枚以内+別添様式:A3】
	

	
	様式16-4
	危機管理
	A4版4枚以内【A3版2枚以内】
	

	
	様式16-5
	共創の取組
	A4版4枚以内【A3版2枚以内】
	

	
	様式16-6
	セルフモニタリング
	A4版4枚以内【A3版2枚以内】
	

	
	様式16-7
	DX等技術活用
	A4版4枚以内【A3版2枚以内】
	

	
	様式16-8
	地域貢献
	A4版8枚以内【A3版4枚以内】
	

	2.事業内容
	

	
	様式16-9
	運転・維持管理・保守点検
	A4版6枚以内【A3版3枚以内】
	

	
	様式16-10
	改築・修繕
	A4版6枚以内+別添様式:A3
【A3版3枚以内】+別添様式:A3
	

	
	様式16-11
	LCC縮減に関する妥当性
	A4版6枚以内 【A3版3枚以内】
	

	
	様式16-12
	包括的民間委託業務
	A4版6枚以内【A3版3枚以内】
	

	
	様式16-13
	附帯事業
	A4版6枚以内+別添様式:A3
【A3版3枚以内】+別添様式:A3

	

	
	様式16-14
	任意事業
	A4版4枚以内+別添様式:A3
【A3版2枚以内】+別添様式:A3
	

	
	様式16-15
	その他提案
	A4版8枚以内【A3版4枚以内】
+算出根拠（枚数任意）
	

	3.価格に関する項目
	

	　
	様式16-16
	評価価格
	A4版1枚以内
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損益計算書 単位：千円

単位：千円

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055

合計

下水道使用料

881,702 877,902 873,732 869,226 864,399 859,140 853,623 847,899 841,949 835,791 829,104 822,273 815,265 808,145 800,881 791,740 782,872 773,957 765,041 756,061 747,530 738,998 730,419 721,824 713,228 705,162 697,080 688,998 680,916 672,818 23,647,675

西部処理区下水道事業徴収業務委託料

53,097 52,850 52,579 52,286 51,972 51,631 51,272 50,900 50,512 50,112 49,678 49,234 48,779 48,316 47,843 47,250 46,674 46,094 45,515 44,931 44,375 43,821 43,264 42,706 42,147 41,622 41,097 40,572 40,047 39,519 1,410,695

利用料金割合 －

収益

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業収益

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

利用料金収入

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

附帯事業収入

0

任意事業収入

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

雨水処理に要する費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

不明水処理に要する費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高度処理に要する費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

包括的民間委託におけるサービス対価

0

0

0

0

営業外収益

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公共施設等運営事業

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費

0

薬品費

0

動力費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

動力電気料

0

動力燃料費

0

修繕費

0

保守点検費

0

廃棄物処理費

0

償却費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

改築に関する費用の

10

分の

1

相当額

0

創立費償却

0

0

その他営業経費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

利用料金収受代行業務委託費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

公租公課

0

包括的民間委託

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費

0

薬品費

0

修繕費

0

保守点検費

0

その他営業経費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

公租公課

0

営業外費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支払利息

0

0

0

0

税引前当期純利益

/

（損失）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

税金費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

法人税等

0

法人税等調整額

0

当期純利益

/

（損失）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

キャッシュ・フロー計算書 ※収入項目については正数，支出項目については負数で入力するものとする。 単位：千円

単位：千円

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055

合計

営業キャッシュ・フロー

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

税引前当期純利益

/

（損失）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

加算：創立費償却費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

加算：事業期間終了時残存価値相当額

0

減算：法人税等の支払額

0

その他

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

投資キャッシュ・フロー

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

その他

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

財務キャッシュ・フロー

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

加算：新規借入

0

減算：借入の返済

0

その他

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

現金及び現金同等物の増減

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

期首現金及び現金同等物の残高

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

期末現金及び現金同等物の残高

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

加算：附帯事業に関する費用（市負担）の収入

減算：創立費の支払い

公共施設等運営事業におけるサービス対価

加算：長期前払費用（改築に関する費用の

10

分の

1

相当額）

減算：改築業務に関する費用の支出

減算：附帯事業に関する費用の支出

加算：改築業務に関する費用の

10

分の

9

相当額（市負担）

減算：任意事業に関する費用の支出


image2.emf
貸借対照表 単位：千円

単位：千円

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055

合計

資産計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

現金及び現金同等物

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

立替金（事業期間終了時残存価値相当額）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

立替金（運営権者負担）

立替金（市負担）

長期前払費用

0

創立費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

負債・純資産合計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負債計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

借入金

0

未払消費税

0

0

純資産計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本金

0

利益剰余金（累積欠損金）

0

0


image3.emf
損益計算書 単位：千円

単位：千円

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055

合計

下水道使用料

881,702 877,902 873,732 869,226 864,399 859,140 853,623 847,899 841,949 835,791 829,104 822,273 815,265 808,145 800,881 791,740 782,872 773,957 765,041 756,061 747,530 738,998 730,419 721,824 713,228 705,162 697,080 688,998 680,916 672,818 23,647,675

西部処理区下水道事業徴収業務委託料

53,097 52,850 52,579 52,286 51,972 51,631 51,272 50,900 50,512 50,112 49,678 49,234 48,779 48,316 47,843 47,250 46,674 46,094 45,515 44,931 44,375 43,821 43,264 42,706 42,147 41,622 41,097 40,572 40,047 39,519 1,410,695

利用料金割合 －

収益

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業収益

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

利用料金収入

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

附帯事業収入

0

任意事業収入

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

雨水処理に要する費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

不明水処理に要する費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高度処理に要する費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

包括的民間委託におけるサービス対価

0

0

0

0

営業外収益

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公共施設等運営事業

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費

0

薬品費

0

動力費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

動力電気料

0

動力燃料費

0

修繕費

0

保守点検費

0

廃棄物処理費

0

償却費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

改築に関する費用の

10

分の

1

相当額

0

創立費償却

0

0

その他営業経費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

利用料金収受代行業務委託費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

公租公課

0

包括的民間委託

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費

0

薬品費

0

修繕費

0

保守点検費

0

その他営業経費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

公租公課

0

営業外費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支払利息

0

0

0

0

税引前当期純利益

/

（損失）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

税金費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

法人税等

0

法人税等調整額

0

当期純利益

/

（損失）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

キャッシュ・フロー計算書 ※収入項目については正数，支出項目については負数で入力するものとする。 単位：千円

単位：千円

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055

合計

営業キャッシュ・フロー

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

税引前当期純利益

/

（損失）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

加算：創立費償却費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

加算：事業期間終了時残存価値相当額

0

減算：法人税等の支払額

0

その他

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

投資キャッシュ・フロー

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

その他

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

財務キャッシュ・フロー

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

加算：新規借入

0

減算：借入の返済

0

その他

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

現金及び現金同等物の増減

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

期首現金及び現金同等物の残高

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

期末現金及び現金同等物の残高

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

減算：創立費の支払い

公共施設等運営事業におけるサービス対価

加算：長期前払費用（改築に関する費用の

10

分の

1

相当額）

減算：改築業務に関する費用の支出

減算：附帯事業に関する費用の支出

加算：改築業務に関する費用の

10

分の

9

相当額（市負担）

加算：附帯事業に関する費用（市負担）の収入

減算：任意事業に関する費用の支出


image4.emf
貸借対照表 単位：千円

単位：千円

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055

合計

資産計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

現金及び現金同等物

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

立替金（事業期間終了時残存価値相当額）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

立替金（運営権者負担）

立替金（市負担）

長期前払費用

0

創立費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

負債・純資産合計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負債計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

借入金

0

未払消費税

0

0

純資産計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本金

0

利益剰余金（累積欠損金）

0

0


image5.emf
損益計算書 単位：千円

単位：千円

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055

合計

収益

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業収益

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

営業外収益

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

営業外費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

当期純利益

/

（損失）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

キャッシュ・フロー計算書 ※収入項目については正数，支出項目については負数で入力するものとする。 単位：千円

単位：千円

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055

合計

営業キャッシュ・フロー

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

投資キャッシュ・フロー

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

財務キャッシュ・フロー

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

現金及び現金同等物の増減

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

期首現金及び現金同等物の残高

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

期末現金及び現金同等物の残高

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0


image6.emf
貸借対照表 単位：千円

単位：千円

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055

合計

資産計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

負債・純資産合計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負債計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

純資産計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0


image7.emf
雨水処理に要する費用

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055

合計

人件費 10.4% 0

薬品費 10.4% 0

動力費 10.4% 0

修繕費 10.4% 0

保守点検費 10.4% 0

廃棄物処理費 10.4% 0

その他営業経費 0

利用料金収受代行業務委託費 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

※費用項目毎に費用に比率を乗じて記載してください。

※費用は、維持管理に関しての費用を除くSPC運営費用（例：出向負担金、財務会計及び契約管理等のバックオフィス業務委託費等）を除いてください。

※費用項目に公租公課及び事業報酬は含まない。

不明水処理に要する費用

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055

合計

薬品費 11.6% 0

動力費 11.6% 0

※費用項目毎に費用に比率を乗じて記載してください。

高度処理に要する費用

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055

合計

動力費 5.0% 0

※費用項目毎に費用に比率を乗じて記載してください。

比率 費用項目

費用項目 比率

費用項目 比率
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改築提案書 単位：千円

単位：千円

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37 R38 R39

補足事項

ユニット名 数量 耐用年数 補助率

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 2056 2057

合計

更新費用

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

機械設備

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

電気設備

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

土木構造物

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

建築物（建設附帯設備を含まない）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

建築附帯設備

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

上限額（税込）

278,000 401,000 180,000 15,000 66,000 117,000 99,000 448,000 702,000 781,000 110,000 4,000 279,000 83,000 508,000 1,028,000 69,000 75,000 821,000 1,267,000 425,000 51,000 33,000 241,000 425,000 204,000 61,000 156,000 296,000 103,000 0 0 9,326,000

上限額（税抜）

252,727 364,545 163,636 13,636 60,000 106,364 90,000 407,273 638,182 710,000 100,000 3,636 253,636 75,455 461,818 934,545 62,727 68,182 746,364 1,151,818 386,364 46,364 30,000 219,091 386,364 185,455 55,455 141,818 269,091 93,636 0 0 8,478,182
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附帯事業 単位：千円

単位：千円

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33 R34 R35 R36 R37 R38 R39

補足事項

ユニット名 数量 耐用年数 補助率

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 2056 2057

合計

更新費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

機械設備 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

電気設備 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

土木構造物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

建築物（建設附帯設備を含まない） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

建築附帯設備 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0
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【維持管理】

日最大

日平均

m

3
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ポンプ場



処理場



m

3

/日

m

3

/日

受注者

施設名称

処理方式

処理能力

処理実績

項目

契約金額

契約期間

発注者



m

3

/時間

m

3

/時間

m

3

/時間
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要求水準項目チェックシート

頁 章 節 項 目

1 第1 1 本書の位置づけ

本要求水準書は、宇部市（以下「市」という。）が「宇部市公共下

水道西部処理区運営事業」（以下「本事業」という。）の実施にあ

たって、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関

する法律」（平成 11 年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ法」とい

う。）に基づき本事業を実施する者として選定された者（以下「事

業者」という。）に要求する業務の水準を示すものである。

個々の設備等に関する要求は、事業者の自由な提案・創意工夫を十

分に活かすため、仕様的表現を極力避けており、事業者は本施設等

の目的及び各要求の意図を十分汲み取り、優れた提案書類を作成し

ていただきたい。

その他、本事業のうち業務委託による部分については、包括的民間

委託事業要求水準書（第９）に基づいて事業者に業務の実施を求め

る。



1 第1 2 事業の背景・目的

宇部市の下水道の歴史は、明治の終わりごろの簡易下水道工事着手

まで遡り、第二次世界大戦後は戦災復興事業と併せて、昭和23年

（1948年）に市街地の中心部を流れる真締川を境として東西の処理

区に分割し、処理場2箇所を含む479ヘクタール（合流式下水道）の

事業認可を受けたのが公共下水道事業の始まりである。この2処理区

のうち、西部処理区は昭和36年5月に、東部処理区は昭和37年9月に

供用開始した。

その後、分流式による事業に着手し、現在宇部市の公共下水道は、

東部、西部、阿知須、楠の4処理区からなり、令和6年3月31日現在、

事業計画面積4,178ヘクタールの区域内において整備を進め、3,513

ヘクタールの整備を終えている。

宇部市全体の汚水人口普及率は、令和6年3月31日現在で79.4％とな

り、雨水については、整備率24.9%となっている。

下水道事業は、生活基盤を支える重要なインフラの1つであり、持続

することが社会的な要請であるが、社会環境の変化、宇部・阿知須

公共下水道組合の解散による事業の引継など宇部市の下水道を取り

巻く環境は大きく変化しており、厳しい経営環境に直面している。

宇部市下水道事業の課題として、人口減少下の中で有収水量及び下

水道使用料が減少することが見込まれる中、施設の老朽化や躯体の

耐震化といった課題を有しており、更新に伴う費用の増加が予測さ

れている。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認

・要求水準書に記載の事項について、応募者の提案において遵守される場合、確認欄に「○」を記載してください。

・提案書類等における確認箇所（様式名及び様式番号、頁番号等）を明記すること。提案書類等で事前に記載・特

定できない事項は「事業実施時に対応」等と記載してください。
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頁 章 節 項 目

加えてこれまで下水道施設（浄化センター、ポンプ場及び管路）の維

持管理業務については、市職員による直営方式で行っていたが、維持

管理業務担当職員の減少に伴い、直営で維持管理する施設は縮小せざ

るを得なく、管路、ポンプ場（芝中ポンプ場及び八王子ポンプ場を除

く）及び西部処理区、楠処理区における浄化センターの包括的民間委

託を実施し、阿知須浄処理区においては、山口市が所管する阿知須浄

化センターに汚水を送水し、事務処理委託している。

このような経営環境においても将来にわたって持続可能な下水道経営

を確立することが急務となっている。

これらの実情を踏まえ、本事業は、西部浄化センターについて公共施

設等運営権（PFI法第2 条第7項に規定する公共施設等運営権をいう。

以下「運営権」という。）を設定し、その他、西部処理区における運

営権設定対象施設以外の施設については、包括的民間委託等により、

民間事業者が本事業の遂行を目的として設立する特別目的会社である

事業者が一体的に管理運営するものである。事業を長期間にわたり、

一体的に管理運営することで、事業者の技術・経営ノウハウや創意工

夫を活かした事業運営により、公共用水域の水質保全、脱炭素、経費

削減、更新費用の抑制等、将来にわたって持続可能な下水道経営の確

立を期待するものである。

また、市の特徴として東部処理区の処理場・ポンプ場の維持管理は、

「直営方式」 で継続する方針である。東部浄化センター等を直営体制

で維持することにより、モニタリング技術の確保、技術継承、災害等

緊急時のバックアップ機能などの効果が期待できると考えている。



さらに、事業開始後は、西部処理区の事業者と東部の直営職員が定期

的に会合を持ち、相互の取組を情報共有することで、技術力向上を努

めるとともに、官民連携による課題解決「共創」の推進を目指し、

「宇部市モデル」の構築を進めるものとする。



2 第1 3 基本運営方針

本事業をより適切に実施するため、市が公共施設等運営権（PFI法第2

条第7項に規定する公共施設等運営権をいう。以下「運営権」とい

う。）の設定を受けた事業者（PFI法第9条第4項に規定する公共施設等

事業者をいう。以下「事業者」という。）に遵守を求める事業運営上

最も重要と考える基本運営方針を以下に示す。

ア　公共用水域の水質保全と地域住民の健全な生活環境の維持に努め

ること。

イ　人口減少等に伴う下水道使用料の減少や施設の老朽化に伴う改築

需要、一般会計繰入金の 削減など、経営状況の変化を踏まえた経営の

健全化、効率化に努め、持続可能な下水道事業運営を行うこと。

ウ　施設の定期的な点検・診断により、安全性の確保や長寿命化を図

るとともに、効率的かつ 効果的な改築更新を行うこと。

エ　脱炭素社会の実現に向けて、省エネ・創エネに取り組み、温室効

果ガス排出量の低減を図 ること。また、発生汚泥等の下水道資源の有

効利用に取り組むこと。

オ　市職員の技術継承と事業者のノウハウや創意工夫、また、デジタ

ル・トランスフォーメーション等の最先端技術を共有する「宇部市モ

デル」を構築し、共創による運転管理に努めること。

カ　安全で安心な社会インフラを維持するために、定期的な防災訓練

やパトロール等を実施し災害時に備え、災害や事故が発生した場合に

迅速かつ的確に対応できる体制づくりに努めること。

キ　地元企業との連携を図り、地域資源の活用や人材の雇用、地域住

民等との協働による地域 貢献等、地域経済の成長や地域社会の持続的

発展に貢献すること。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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3 第1 4 本事業の対象施設

本事業の対象となる施設は、以下のとおりである。

ア　西部浄化センター

イ　小串ポンプ場

ウ　浜田ポンプ場

エ　真締川ポンプ場

オ　厚南ポンプ場

カ　マンホールポンプ施設等（桃山マンホールポンプ場、北小羽山

マンホールポンプ場、厚南3-4マンホールポンプ場、中川揚砂ポンプ

場、中川除塵機）

上記アを「運営権設定対象施設」とする。

なお、西部浄化センター内に施設・設備を新設した場合は、工事ご

とに完工したものから、上記アに含まれるものとする。

また、本市玉川ポンプ場について、令和26年3月31日まで包括的民間

委託が実施されており、その終了の約1年前から事業範囲に含めるか

について、市と事業者が協議の場を持ち、双方が合意した場合、包

括的民間委託の事業範囲に含めるものとする。



3 第1 5 事業方式

本事業のうち、運営権設定対象施設については、PFI法第16条の規定

に基づき実施する公共施設等運営事業とする。その他、運営権設定

対象施設以外の施設については、本事業の遂行を目的として事業者

によって設立される特別目的会社が包括的民間委託により、一体的

に管理運営するものとする。



4 第2 (1) 事業の名称

宇部市公共下水道西部処理区運営事業

4 第2 (2) 本事業の対象施設

本事業の対象となる施設は、西部浄化センターである。

本事業所在地

運営権設定対象施設	

西部浄化センター

所在地	

宇部市大字藤曲字沖土手下 2449-1

見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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4 第2 (3) 対象施設の概要

①　西部浄化センター

　　　・供用開始：昭和36年5月

　　　・処理方式：水処理　標準活性汚泥法・ステップ流入式多段硝

化脱窒法

		　汚泥処理　濃縮－消化－脱水－場外搬出

　　・能　　力：水処理施設

晴天時：合流　8,140m3/日（8,600m3/日）　分流19,320m3/日

（23,900m3/日）

雨天時：合流　27,000m3/日（27,000m3/日）　分流19,320m3/日

（23,900m3/日）

（　）は事業計画値



4 第2 (4) 事業方式

本事業は、PFI法第 16 条の規定に基づき、運営権設定対象施設に係る

運営権を設定し、運営権設定対象施設に係る運営等を行う公共施設等

運営事業とする。



4 第2 (5) 事業の範囲

本事業の範囲は以下のとおりとする。各業務の内容及び要求水準の詳

細については、第３～第８に示す。



4 第2 (5) ア 義務事業

4 第2 (5) ア ① 経営に関する業務

・事業計画書の作成

・実施体制の確保

・財務管理

・内部統制

・危機管理

・情報公開

・利用料金の収受

・モニタリング

・技術管理

・環境対策

・地域貢献	

・その他必要な事項



5 第2 (5) ア ② 維持管理に関する業務

1）運転管理業務

・監視、運転操作及び制御

・水量・水質等の監視及び制御

・水質検査及び水質管理

・エネルギー管理及びユーティリティ管理

・廃棄物の適正処理

・その他必要な事項

2）保全管理業務

・保守点検

・調査

・修繕

・その他必要な事項



5 第2 (5) ア ③ 改築に関する業務

・改築

・交付金の申請への協力

・会計検査への協力

・その他必要な事項



5 第2 (5) ア ④ その他の業務

・市の計画業務策定に対する協力

・その他必要な事項



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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5 第2 (5) イ 附帯事業

附帯事業とは、既存の処理工程に捉われない新たな処理工程を導入

し、義務事業と一体的に行うことにより費用縮減、収益発生、環境負

荷低減等の効用が発揮される事業のことをいう。

市が優先交渉権者を選定するに当たって、応募者は、附帯事業を提案

することができるが、提案は必須ではなく既存の処理工程を継続して

も構わない。



5 第2 (5) ウ 任意事業

任意事業とは、本事業用地及び施設において、事業に係る全ての費用

を事業者自らの負担で行う独立採算の事業のことをいう。

市が優先交渉権者を選定するに当たって、応募者は任意事業を提案す

ることができ、事業期間中においても、事業者は任意事業を提案する

ことができる。ただし、任意事業の提案は必須ではなく、事業期間中

に提案し、新たに実施する場合においては事前に市の承諾を必要とす

る。

事業者は、関係法令を遵守し、運営権設定対象施設の機能を阻害せ

ず、公序良俗に反しない範囲において任意事業を行うことができる。

事業内容は提案によるが、本事業用地及び施設を活用する場合は、有

償貸付による事業であることに留意し、本事業の安定経営に影響を与

えないようリスク回避措置を十分に講ずるとともに、発生する費用や

必要な諸手続き、本事業に影響を与えた場合の損害等はすべて事業者

の責によるものとする。

なお、任意事業の実施にあたり、本事業用地及び施設を活用する場合

で、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律

第179号。以下「補助金適化法」という。）第22条に基づく財産の処分

が必要な場合は、市が必要な手続きを行い、補助金の返還が必要な場

合には、事業者が相当額を負担するものとする。



6 第2 (6) 関係法令等の遵守

本事業の実施にあたっては、別紙２に示す関係法令等を遵守するこ

と。関係法令等は最新版を使用すること。



6 第2 (7) ＫＰＩの設定

事業者は、本事業における基本運営方針を踏まえ、事業期間を通じて

次に掲げる事項を満たし、健全な事業運営を維持すること。また、各

項目の達成状況を四半期毎に公表を行うこと。



	財務状況の健全性を把握するにあたり、本事業の実情に応じた財務

指標を選択し、ＫＰＩとして管理の適正化を図ること。



	エネルギー利用状況の健全性を把握するにあたり、単位水量当たり

の消費電力量について、本事業の実情に応じた指標を定め、ＫＰＩと

して管理の適正化を図ること。



7 第3 1 事業計画書の作成

事業者は、事業を安定的に持続させるため、以下に示す計画書を作成

するとともに、市と協議の上決定し、市に提出すること。

また、各事業計画書の内容に変更が生じた場合、事業者は市と協議の

上、変更内容を決定し、変更後の各事業計画書を市に提出すること。



表 3 市に提出する事業計画書

計画書の名称	内容全体事業計画書	本事業期間（30年間）の経営、改築及び維持管理等に

対する計画

中期事業計画書	5年間の経営、改築及び維持管理等に対する計画年間事業計画書	単年度の経営、改築及び維持管理等に対する計画

見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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7 第3 1 (1) 全体事業計画書に関する事項

事業者は、提案書を踏まえ、運営体制（株主構成、各株主の主な役

割、組織体制、内部統制、危機管理、法令遵守）、収支計画、維持管

理、改築の実施方針及び地域貢献等を含む1つの計画とすること。

事業者は、実施契約締結後本事業開始予定日の90日前までに市と全体

計画書に関する協議を開始し、当該協議結果を踏まえ、当該事業開始

前年度の2月末日までに全体計画書を市に提出すること。



7 第3 1 (2) 中期事業計画書に関する事項

事業者は、全体事業計画書を踏まえ、以下の内容を含む5年間の計画を

作成すること。

経営	5年間の運営体制及び収支計画改築	「第５_改築に関する要求水準」の改築計画書及び工事計画書の概

要

維持管理	「第４_維持管理に関する要求水準」の運転管理計画書及び保

全計画書の概要



事業者は、本事業開始予定日を含む事業年度については、実施契約締

結後、本事業開始予定日の90日前までに市と中期事業計画書に関する

協議を開始し、当該協議結果を踏まえ、同30日前までに中期事業計画

書を市に提出すること。また、それ以降の5年間については、当該事業

開始年度の前事業年度末の90日前までに市と中期事業計画書に関する

協議を開始し、当該協議結果を踏まえ、当該事業開始前年度の2月末日

までに中期事業計画書を市に提出すること。



7 第3 1 (3) 年間事業計画書に関する事項

事業者は、中期事業計画書を踏まえ、以下の内容を含む1年間の計画を

作成すること。

　経営		当該事業年度の運営体制及び有資格者の配置状況、予定される

委託等、収支計画、環境対策及び地域貢献に関する計画

改築	「第５_改築に関する要求水準」の工事計画書のうち、当該年度発

注予定工事

　維持管理	「第４_維持管理に関する要求水準」の年間維持管理計画書

の概要



事業者は、本事業開始予定日を含む事業年度については、実施契約締

結後、本事業開始予定日の90日前までに市と年間事業計画書に関する

協議を開始し、当該協議結果を踏まえ、同30日前までに年間事業計画

書を市に提出すること。また、それ以降の各事業年度については、当

該事業年度の前事業年度末の90日前までに市と年間事業計画書に関す

る協議を開始し、当該協議結果を踏まえ、当該事業開始前年度の2月末

日までに年間事業計画書を市に提出すること。



8 第3 2 実施体制の確保

8 第3 2 (1) 組織体制

事業者は、事業期間を通じて次の事項を満たす実施体制を確保するこ

と。

ア　第２（5）に示す業務を効率的に実施し、事業を安定的に持続する

ことが可能となる体制を確保すること。

イ　各業務責任者の役割分担が明確となっているとともに、適切なリ

スクの分担が図られている体制を確保すること。

ウ　各業務の遂行に適した能力及び経験を有する者が当該業務を実施

する体制を確保すること。

エ　業務全体の効率的かつ効果的な遂行を管理する体制及び方法が明

確となっており、確実かつ機能的な実施体制を確保すること。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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8 第3 2 (2) 委託等

事業者は、本事業等に係る業務について、実施契約書に示す手続きを

経た上で、委託等を行うことができる。ただし、以下に掲げる業務に

ついては、委託等を禁ずる。

事業者は、本事業等に係る業務について委託等を行う場合、業務の実

施に当たり関係法令を遵守し、受託者等と十分な調整を図るととも

に、事業者が自らの責任において受託者等及び再委託先等を適切に管

理すること。



①　経営に関する業務

　　　・事業計画書の作成

　　　・実施体制の確保

　　　・財務管理

　　　・内部統制

　　　・危機管理

　　　・セルフモニタリング

　　　・技術管理

②　維持管理に関する業務

　　　・企画・調整等に関する業務

③　改築に関する業務

　　　・企画・調整等に関する業務

④　その他の業務

　　　・企画・調整等に関する業務



9 第3 3 財務管理

事業者は、事業期間を通じて次の事項を満たし、健全な財務状況を維

持すること。

ア　事業期間を通じ、事業を安定的に持続することが可能な資金調達

方針が明確で適切に機能する体制を整えており、必要な一切の資金が

確保されていること。

イ　収支の見通しが適切で、明確かつ確実なものとなっていること。



9 第3 4 内部統制

事業者は、業務を適正に執行するために次の事項を踏まえ、内部統制

において必要な体制を確保すること。

ア　内部統制の対象は、業務活動の有効性・効率性、財務報告、法令

遵守、資産の保全とする。

イ　上記を達成するための体制及び方法を定め、倫理行動基準、個人

情報保護、情報セキュリティの確保、内部通報者及び外部通報者の保

護、不正防止、財務書類の保全等に関する基本方針を明確にし、確実

に機能すること。



9 第3 5 危機管理

事業者は、災害、事故等のリスクを想定して有効な対策を講じておく

とともに、災害、事故等が発生した場合には、被害を最小限に抑制で

きるよう、次に示す事項を考慮し、適切な対応を行うこと。



9 第3 5 (1) 業務継続計画書の作成

ア　災害時の事前対応や動員計画を明らかにするため、宇部市公共下

水道西部処理区運営事業業務継続計画書（以下、「西部処理区運営事

業BCP」という。）を作成すること。

イ　作成及び改定にあたっては、大雨、地震、暴風、洪水、高潮等発

生する事象を十分想定して作成すること。

ウ　市作成の宇部市業務継続計画及びその他上位計画の内容を把握す

るとともに、市と協議の上、市の対応と整合を図ること。

エ　西部処理区運営事業BCPについては、逐次改定を行うこと。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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9 第3 5 (2) 危機管理マニュアルの作成

ア　災害、事故等の緊急時の対応を定めた危機管理マニュアルを作成

し、逐次改定を行うこと。

イ　作成及び改定にあたっては、大雨、地震、暴風、洪水、高潮等発

生する事象を十分想定して作成すること。

ウ　危機管理マニュアルには、災害、事故等発生時の対応手順、特に

初動対応の手順、関係機関等との連絡、応急復旧等の行動手順等を明

確に記載するとともに、市の対応と整合を図ること。



9 第3 5 (3) 災害、事故等の緊急時の対応

ア　災害、事故等発生時には、西部処理区運営事業BCP及び危機管理マ

ニュアルに従い緊急時の対応を行うこと。

イ　災害、事故等発生後、事業者は、直ちにその内容を市に通知・連

絡すること。



10 第3 5 (4) 災害、事故等を想定した訓練の実施

ア　災害、事故等が発生した際、上記事項が的確に実施されるよう訓

練を行うこと。



10 第3 6 情報公開

事業者は、下水道事業が市民生活に直結する重要な社会インフラであ

ることを踏まえ、適時、適正な情報を公平かつ継続的に公開し、経営

の透明性の確保に努め、次に示す事項を満たすこと。

ア　開示する情報は、「全体事業計画書」、「中期事業計画書」、

「年間事業計画書」、「財務諸表（貸借対照表、損益計算表、個別注

記表、キャッシュ・フロー計算書、事業報告書、各付属明細書）」、

「会計監査法人による監査報告書」、「各業務報告書」、第２（7）に

示す財務指標及び単位水量当たりの消費電力量について公開するこ

と。

イ　事業運営に関する情報の積極的な公開に努めること。

ウ　情報開示の方法は、インターネット等を用い、より広く、継続的

で分かりやすい開示に努めること。



10 第3 7 利用料金の収受

本事業期間中、市は業務分担に応じた額を使用料等として収受し、事

業者は、業務分担に応じた額をPFI法第2条第6項に規定する利用料金と

して収受するものとする。

当該料金は使用料等に対して一定の割合（「以下利用料金設定割合」

という。）を乗じて算定するものとする。

なお、利用料金設定割合の上限は、宇部市公共下水道（西部処理区）

施設の公共施設等運営権に係る実施方針に関する条例において規定す

る。また、実施契約とは別に市及び事業者が締結する契約に基づき、

市は、事業者に代わり利用料金を市が受け取る使用料や水道料金と併

せ徴収する。



10 第3 8 セルフモニタリング

事業者は、本事業期間中を通じて、作成したセルフモニタリング実施

計画書に従い、セルフモニタリングとして次に示す事項を実施するこ

と。また、事業者はセルフモニタリングの結果を記載したセルフモニ

タリング結果報告書を市に提出すること。



ア　法令等、実施契約及び要求水準によって実施が義務付けられてい

る事項に関して、事業者は、業務の実施状況について確認を行い、そ

の結果を適切に保存すること。セルフモニタリングの方法は、法令

等、実施契約及びモニタリング基本計画書並びに提案書類において提

案したセルフモニタリング方法に基づくものとすること。

イ　自らが提案書類において提案した事項に関して、事業者はセルフ

モニタリングを実施すること。セルフモニタリングの方法は、事業者

が提案書類において提案した方法に基づくものとすること。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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10 第3 9 技術管理

事業者は、次の事項を満たし、効果的な維持管理及び改築を実施でき

るよう適切な技術管理を行うこと。

ア　適正に事業を実施するために、従事職員の育成及び人員の確保を

図ること。

イ　本事業は、効率性、安全性、環境への影響等が重要な意義を有す

ることに鑑み、継続的により適切な技術の選定又は業務の改善に取り

組み、品質を確保すること。

ウ　委託等を行う場合は、委託先について業務の経験、予定される技

術者の経験又は有する資格その他技術的能力に関する審査を行うこ

と。



11 第3 10 環境対策

事業者は、次の事項を満たし、環境に配慮した対策を講じること。

ア　関係法令等に定められる環境に係る基準や要求事項を遵守するこ

と。

イ　脱炭素社会の実現に向け、省エネ・創エネに取り組み、温室効果

ガス排出量の低減を図ること。

ウ　発生汚泥等の下水道資源の有効利用に取り組むこと

エ　リサイクル製品やグリーン調達を積極的に推進すること。

オ　悪臭等施設周辺の環境対策や施設に出入りする車両の交通安全対

策を確実に講じること。

カ　工事等に伴う振動・騒音等及び周辺環境・景観へ配慮すること。



11 第3 11 地域貢献

11 第3 11 (1) 地域経済

事業者は、本事業の実施に際し、次の事項に関する基本方針を定め全

体事業計画書に記載すること。また、実施計画を策定し、年間事業計

画書に盛り込み、市に提出すること。

ア　地元企業等との連携・協力

イ　地元産資機材の利用や人材の雇用

ウ　地域住民等との協働による地域貢献

エ　地域経済の成長や地域社会の持続的発展に貢献する取組



11 第3 11 (2) 地域住民等とのコミュニケーション

事業者は、本事業の実施に際し、次の事項に関する基本方針を定め全

体事業計画書に記載すること。また、実施計画を策定して年間事業計

画書に盛り込み、市に提出すること。

ア　広報活動の実施

地域住民等の本事業への認識を深め、事業活動を広く理解してもらう

ため、広報活動を行うこと。

また、事業者自らが実施する広報活動のほか、市が主催する広報活動

に関して、市からの協力の要請を受けた場合、事業者はこれに協力す

ること。

イ　見学者等の対応

市の要請及び市民等からの要望に応じて、当該施設への見学者の受け

入れを行うこと。

なお、特別な事由により見学者の受け入れができなかった場合は、市

に報告すること。また、対応した日付・人数・団体名を記録し、市へ

の報告すること。

ウ　苦情等への対応

地域住民等から苦情、要望等が寄せられた場合には、適切に対応する

とともに、速やかに市に報告すること。

 



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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12 第4 1 基本的事項

12 第4 1 (1) 目的

事業者は、予防保全の観点で計画的かつ効率的・効果的な管理を行

い、本要求水準を満足するとともに、運営権設定対象施設の健全な状

態を維持することを目的とする。また、事業者の創意工夫を十分に活

かし、安定した維持管理を事業期間中継続して実現することを目的と

する。



12 第4 1 (2) 維持管理の業務内容

　事業者の行う業務内容は、以下のとおりとする。

ア 運転管理業務

①　監視、運転操作及び制御

②　水量・水質等の監視及び制御

③　水質検査及び水質管理

④　エネルギー管理及びユーティリティ管理

⑤　廃棄物の適正処理

⑥　その他必要な事項

イ 保全管理業務

①　保守点検

②　調査

③　修繕

④　その他必要な事項



12 第4 1 (3) 運営権設定対象資産の健全度把握のための取組

事業者は、予防保全の視点で計画的かつ効率的・効果的な維持管理を

行い、運営権設定対象施設を対象として、健全な水準で保つこと。

また、実施契約締結後本事業開始日より1年以内に、状態監視保全資産

について健全度調査を実施し、その結果を電子データで整理及び保存

すること。

なお、事業者が別途、管理用システムを用意し管理することを妨げな

いが、市が要望した場合、CSVあるいはEXCEL形式等の汎用的なファイ

ル形式にて、管理情報を市に提出すること。



12 第4 1 (4) 維持管理体制

ア　維持管理体制の構築

事業者は、次の事項を踏まえて、安全性、信頼性を確保できる体制を

構築すること。

①　水処理・汚泥処理の監視システムの現状を踏まえ、必要な人員を

確保すること。

②　西部浄化センターについて、常時監視制御及び巡回監視を行うこ

と。

③　豪雨、停電、重大故障事故発生等の非常時対応を要する事態が生

じ、又は生じる恐れがある場合は、これによらず緊急対応ができる体

制を取ること。



イ　従事職員が有するべき資格

維持管理において、常時従事する業務責任者は「下水道法施行令第15

条の3に定める資格を有する技術者」を配置すること。併せて、法令

上、次に掲げる資格を有する者が実施すべき業務には、それぞれ必要

な資格を有する者に従事させること。

①　酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者

②　電気主任技術者（電気工作物の電圧別に必要な資格以上）

③　危険物取扱者（甲種又は乙種第 4 類）

④　玉掛け技能講習修了者

⑤　有機溶剤作業主任者

⑥　刈払機取扱作業者

⑦　小型移動式クレーン運転技能講習修了者

⑧　ボイラ技師（1級又は2級）

⑨　消火器・自動火災報知設備・非常警報器具・誘導等の点検の資格

を有する消防設備士

⑩　その他業務履行上必要とする法令で定められた資格者等



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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1 第1 1 本書の位置づけ

14 第4 2 維持管理基準

14 第4 2 (1) 流入基準

ア　水量に関する流入基準

西部浄化センターの水量に関する流入基準は表 4のとおりとする。



イ　水質に関する流入基準

西部浄化センターの水質に関する流入基準は表 5のとおりとする。



14 第4 2 (2) 放流基準

西部浄化センターの放流水質に関する基準は表 6のとおりとする。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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15 第4 3 維持管理計画書の作成及び報告

15 第4 3 (1) 維持管理計画書の作成

　事業者は、計画的かつ効率的・効果的な維持管理が可能となるよう

に以下に示す各維持管理計画書を作成し、市に提出すること。

①　全体維持管理計画書

　30年間の維持管理計画書を市と協議の上作成。

②　中期維持管理計画書

　全体維持管理計画書に基づき、5年間の維持管理計画書を市と協議の

上作成。

③　年間維持管理計画書

　中期維持管理計画書に基づき、当該年の年間維持管理計画書を市と

協議の上作成。



なお、各維持管理計画書の提出期限は、以下のとおりとする。

（ｱ） 全体維持管理計画書

・	実施契約後本事業開始予定日の90日前までに市に提出し、市と協議

の上、事業開始予定日前年度2月末日までに市の承認を得ること

（ｲ） 中期維持管理計画書

・	本事業開始予定日を含む事業期間については、実施契約後本事業開

始予定日の90日前までに市に提出し、市と協議の上、事業開始予定日

前年度2月末日に市の承認を得ること

・	それ以降の5年間については、当該事業年度の前事業年度末の90日前

までに市に提出し、市と協議の上、当該事業開始前年度の2月末日まで

に市の承認を得ること。

（ｳ） 年間維持管理計画書

・	本事業開始予定日を含む事業期間については、実施契約後本事業開

始予定日の90日前までに市に提出し、市と協議の上、実施契約後本事

業開始予定日前年度2月末日までに市の承認を得ること。

・	それ以降の各事業年度については、当該事業年度の前事業年度末の

90日前までに市に提出し、市と協議の上、当該事業年度の前事業年度2

月末日に市の承認を得ること。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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17 第4 3 (2) 維持管理結果の報告

事業者は、各維持管理計画書に基づき実施した運転管理業務、保全管

理業務の結果を取りまとめ、市に提出すること。

　なお、各維持管理報告書の提出期限は以下のとおりとする。

（ｱ） 年間維持管理報告書

・	事業年度末日から30日以内とする。

（ｲ） 月間維持管理報告書

・	月末日から15日以内とする。・	ただし、月間水質管理報告書については、月末日から30日以内とす

る。



17 第4 3 (3) 維持管理計画の評価と反映

事業者は、各計画書に基づき実行した運転管理、保全管理業務の結果

を評価し、次年度の各計画書に反映させること。



18 第4 4 運転管理業務

事業者は、運営権設定対象施設を効率的かつ持続的に運転管理するた

め、監視項目及び頻度、運転指標及び条件、操作指標及び量等を設定

し、運転上の特例的な操作を含む操作方法を記載し

た運転操作マニュアルを策定し、実行すること。



18 第4 4 (1) 監視、運転操作及び制御

事業者は、適正に運営権設定対象施設を運転管理するため、水処理・

汚泥処理の各土木構造物、建築物、機械設備及び電気設備の関連性を

把握すること。さらに、各施設・設備に対する監視項目及び頻度、運

転指標及び条件、操作指標及び量等に基づく管理方法を確立し、適正

な監視・運転操作・制御方法を設定すること。



ア　大雨による異常流入への対応

大雨警報・洪水警報が発令される等の大雨の場合等は、ポンプの運

転、水処理施設の運転管理等について適切に対応できるよう十分な体

制を整え、運転管理を行い、その対応結果を市に報告すること。

また、別途DBO事業で実施されている玉川ポンプ場との運転調整につい

ては、市と協議・調整して運転管理を行い、その対応結果を市に報告

すること。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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18 第4 4 (2) 水量・水質の監視及び制御

事業者は、次に掲げる事項を踏まえ、処理状況を調査・把握し、安定

して良好な処理水質を維持するとともに、適正に汚泥を処理するこ

と。

①　運営権設定対象施設の水量・水質等の監視及び制御、測定を実施

し、これらの記録・蓄積された水質管理情報を運転操作等にフィード

バックし、適正に運転管理すること。

②　放流水質基準を遵守するため及び運転操作を的確に行うため、流

入水量・水質等の情報に基づき、運転操作上設定する水量・水質等の

監視・制御目標を設定すること。

③　処理フローを熟知し、個々の処理能力を的確に把握して、より適

正な水量・水質等の監視・制御を行うこと。



18 第4 4 (3) 水質検査及び水質管理

18 第4 4 (3) ア 水質検査及び水質試験

事業者は、以下に掲げる水質検査及び水質試験を行うこと。①につい

ては、「別紙４_　水質分析及び環境測定基準」の表 14に示す項目、

頻度を遵守すること。併せて計量証明事業者による分析結果により証

明する事。また、法令変更や汚泥利用用途の変更等により求められる

検査、試験が追加、変更となる場合は事業者にて対応を行うこと。

②については「第１１参考資料　３現状の水質・汚泥試験」に示す現

状運転における試験項目、頻度を参考に、施設の状況を考慮し、適正

に定めること。

水質検査及び水質試験は適正に実施し、その記録を本事業期間中保存

すること。また、市の要請に応じて適宜開示・提出できるようにする

とともに水質管理報告書にて市に報告すること。

なお、「別紙４_水質分析及び環境測定基準」の表 15及び表 16に示す

内容については、市にて分析対応可能である。その場合、事業者にて

サンプリングし、東部浄化センターへ持ち込むこと。

①　水質検査（法定検査等）

②　施設管理のための試験



19 第4 4 (3) イ 水質管理

公共用水域の水質保全や水辺環境の改善等に資するよう、事業者が実

施した水質検査及び水質試験の結果を整理及び分析し、日常の水質管

理を行うこと。



19 第4 4 (3) ウ 流入基準を満たさない悪質排水の流入等がある場合の対応

事業者が、悪質排水の流入等（流入水量が水量に関する流入基準を上

回る場合や流入水質が水質に関する流入基準を満たさない場合、不可

抗力その他の事由で正常な運転が確保できない場合）の事実を確認し

た場合は、市及び事業者は以下の措置を講じること。ただし、悪質排

水の流入等の結果、放流水質基準未達の場合においても、事業者は責

を負わないものとする。

①　事業者は、放流水質基準の達成、未達に関わらず、速やかに市に

報告するとともに、悪質排水の流入等の状況証拠を整理し、市に提出

すること。

②　市は、事業者の情報に基づき、事業者と連携して悪質排水の流入

等の原因究明に努めるものとする。

③　放流水質基準の未達が生じた場合、もしくはそのおそれが生じた

場合、事業者は、市と協議の上、緊急の改善措置を実施すること。

④　事業者は、放流水質が正常値になるまで改善措置を実施し、その

効果及び改善状況を市に報告すること。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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19 第4 4 (3) エ 放流水質基準未達又は未達のおそれがある場合の対応

事業者は、自らの水質試験等により、要求水準値が未達のおそれが生

じた場合は、以下①及び②の対応を図ること。さらに、未達となった

場合には、①から④の対応を図ること。

①　放流水質基準（法定基準又は市基準）未達の旨を市に速やかに報

告するとともに、緊急改善措置を実施すること。

②　その原因の究明を行うこと。

③　原因が悪質排水の流入等以外の場合、市は事業者に改善を促す。

④　放流水質が正常値になるまで、事業者は改善措置の効果及び改善

状況を市に報告すること。なお、改善措置の効果の確認は、計量証明

によるものとする。



19 第4 4 (4) エネルギー管理及びユーティリティ管理

ア　エネルギー管理

　事業者は、次に掲げる事項を踏まえ、省エネ法の趣旨に基づきエネ

ルギー管理を行うこと。

①　運営権設定対象施設のエネルギー使用箇所やエネルギーの種類及

び使用量を把握し、省エネルギー化を実現し、脱炭素社会の実現を推

進すること。

②　運転操作の工夫等によって実現できるエネルギー管理目標値を設

定すること。

③　エネルギー管理目標値を達成するため有効と考えられる手法とそ

の実現のための設備の運転操作方法を検討し、設定すること。

　

イ　ユーティリティ管理

事業者は、運転に必要な電力、薬品及び燃料等を調達し、適切に管理

を行うこと。また、薬品及び燃料の調達にあたっては、適切な品質及

び規格のものとすること。



20 第4 4 (5) 廃棄物の適正処理

20 第4 4 (5) ア 汚泥管理

　事業者は、処理状況を調査・把握し、安定して良好な処理水質の維

持につなげるため、次に掲げる事項を踏まえ、適切に汚泥を処理する

こと。

①　汚泥濃度、含水率等の監視、測定を実施し、これらの記録・蓄積

された情報を運転操作等にフィードバックし、固形物収支が平衡状態

を保つよう適切な管理を行うこと。

②　汚泥処理施設を適正に管理するため、運転操作上設定する汚泥含

水率等の基準を自ら設定し、遵守すること。

③　汚泥試験は、「別紙４　水質分析及び環境測定基準」を参考にし

つつ、施設の状況を考慮し適切に定めること。

④　運転操作方法

事業者は、次に掲げる事項を踏まえ適切な運転操作方法を設定するこ

と。

（ｱ） 汚泥管理目標を達成するため、各施設の運転操作と汚泥試験項

目の相互関係を把握し、 適切な運転監視頻度を設定すること。

（ｲ） 水処理及び汚泥処理方式の特性を踏まえ、処理工程に組み込ま

れた各施設・設備の運転指標と運転条件、操作指標と操作量及び監視

頻度を設定すること。

（ｳ） 各施設の改築や修繕、点検の予定がある場合は、これを考慮し

た運転方法とすること。

（ｴ） 電力・燃料等の省エネルギー化に努めることに留意し、運転操

作方法を設定すること。



20 第4 4 (5) イ 廃棄物管理

事業者は、運営権設定対象施設から発生する廃棄物について、廃掃法

を遵守し、適正に処理すること。

　運営権設定対象施設から発生する汚泥等の産業廃棄物及び一般廃棄

物の外部搬出  は、周辺環境に十分配慮し、適切な時間帯に行うとと

もに、廃棄物の飛散・流出を防止し臭気対策を行うこと。
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20 第4 4 (6) その他必要な事項

ア　雨天時放流水質検査に関する事項

事業者は、処理区内の総降雨量が10mm以上30mm以下であるような降雨

を対象として、玉川ポンプ場の雨水ポンプ運転による下水の放流が生

じている時に、放流水試料を採取 、保存し、同作業中の放流水量の記

録と合わせて市に提出すること。

また、試料採取は、ポンプ運転開始から1時間は10分毎、以降は30分毎

にポンプ全台停止まで行うものとし、これを年1 回実施することを標

準とする。なお、試料採取方法は「合流式下水道の雨天時放流水質基

準についての水質検査マニュアル」を参考とすること。



21 第4 5 保全管理

事業者は、運営権対象施設の保全管理において、以下の事項を実施す

ること。



21 第4 5 (1) 保守点検

事業者は、運営権設定対象施設の機能低下、故障・停止及び事故を未

然に防止するために、次に掲げる事項を踏まえ、適正に実施するこ

と。



ア　日常点検

事業者は、巡回等により、運営権設定対象施設の異常の有無及び作動

状況を確認し、確認結果を記録及び保管すること。

イ　定期点検業務

事業者は、運営権設定対象施設の損傷、腐食及び摩耗状況等を確認

し、修理等の対策の必要性、対策方法等を検討するために、定期的に

点検を行うこと。また、必要に応じて機器の分解点検等を行い、消耗

品や部品の交換等の処置を行い、その状況を記録及び保管すること。

ウ　法定点検業務

事業者は、関係法令等に定める点検及び検査を行うこと。

エ　保守業務

事業者は、常に各機器が正常に稼働するよう、運営権設定対象施設に

対して、定期的な油の補充・交換及び清掃を行うとともに、異常が発

見された場合には、調整・修理・取替等を行うこと。



21 第4 5 (2)  調査

事業者は、各機器の特性に応じて、目視・聴覚等による定性的な把握

や、測定機器等を用いて劣化の実態や動向を確認し、記録すること。

なお、改築時期や範囲を特定するための基礎資料となるため、客観的

に調査結果の妥当性が判断できるよう努めること。



21 第4 5 (3) 修繕

事業者は、運営権設定対象施設の機能低下、故障・停止及び事故を未

然に防止するために、次に掲げる事項を踏まえ、適正に実施するこ

と。

ア　計画修繕

事業者は、運営権設定対象施設について、予防保全の観点から、稼働

時間、保守点検結果及び健全度評価結果に基づいた計画修繕を行うこ

と。

イ　緊急修繕

事業者は、運営権設定対象施設について、突発的に発生した故障・事

故に対しては、被害を最小限に抑えるための対策を講じ、速やかに緊

急修繕を行うこと。
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21 第4 5 (4) その他必要な事項

ア　環境整備に関する事項

事業者は、地域住民の生活環境に十分配慮し、適正な環境衛生管理を

行うこと。また、業務に使用する建物内は、日常的な清掃を励行し、

清潔に保持すること。

植栽管理や除草について、定期的な草刈と樹木の剪定を実施し、施設

の作業性及び美観を損なわないよう、適切な時期に実施すること。

イ　電気工作物に関する事項

事業者は、電気事業法に基づき保安規程を定め、これに基づき電気工

作物の巡視、点検、 測定、並びに技術基準を遵守するための修理、改

造及び移設等を実施すること。また、電気主任技術者（以下「主任技

術者」という。）を選任（外部委託を含む）するとともに、保安規程

及び主任技術者の届出は、事業者が行うこと。

ウ　物品等の調達管理に関する事項

事業者は、業務を行う上で必要となる以下の物品等を調達し、適切に

管理を行うこと。また、調達にあたっては、適切な品質及び規格のも

のとすること。

①　運転に必要な消耗品、部品、付属品及び予備品等

②　その他運転に必要な全ての機械器具、計測機器、工具類、事務機

器類及びその他雑用具類



23 第5 1 基本的事項

23 第5 1 (1)

 

目的

事業者は、運営権設定対象施設の計画的な改築により、本要求水準を

満足するとともに、事業者の創意工夫を十分に活かし、ライフサイク

ルコストの縮減、機能の維持向上及び脱炭素に向けた技術の導入によ

る持続可能な事業とすることを目的とする。



23 第5 1 (2) 業務範囲

改築業務の範囲は下表に示す工種区分に基づくものとする。



23 第5 1 (3) 業務内容

事業者の行う業務内容は、以下のとおりとする。

ア　改築計画の提案

イ　改築設計・工事の実施

ウ　交付金の申請への協力

エ　会計検査等、各種検査への協力

オ　その他必要な事項



23 第5 1 (4) 改築実施体制

事業者は、以下に示す業務について、記載の要件を満たす者に責任を

もって行わせること。

ア　改築実施計画の作成及び設計図書の作成

改築実施計画書や設計図書の作成に関しては、技術士法（昭和58年法

律第25号）に基づく技術士 （総合技術監理部門（下水道）又は上下水

道部門（下水道））又は一般社団法人建設コンサルタンツ協会が認定

するRCCM（下水道）の資格を有する者を、管理技術者及び照査技術者

として業務を行わせること。また、建築設計を含む場合は、建築基準

法に基づく資格を有する者に行わせること。

なお、本業務について委託する場合、受託者等は当該業務を、上記資

格を有する者に行わせること。

イ　工事

工事に関しては、建設業法に基づく措置をとること。

ウ　工事監督業務

工事監督業務に関しては、下水道施行令第15条の資格を有する者を監

督員とし配置すること。

エ　市が行う検査の対応

市が行う検査には、工事に係る責任者及び監督員は立ち会うこと。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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24 第5 2 改築費用に関する基本的事項

市は、本事業における改築に係る費用について、改築実施基本協定に

定める金額を事業者に対し、事業年度毎に支払うこととする。なお、

前払い及び部分払いを可とする。

また、市の要望又は事業者による技術提案等に対応するため、設計変

更に基づく契約金額の変更を可能とする。



24 第5 3 改築実施基準

改築を実施する際は，以下に示す改築対象設備の処理能力、性能及び

耐用年数を満たすこと。



24 第5 3 (1)

 

改築対象設備の処理能力

運営権設定対象施設の改築時に求める処理能力を以下に示す。



24 第5 3 (2) 改築対象設備の性能、品質、規格等

改築対象設備の性能は、基本的に改築提案内容に基づくものとする

が、改築時期によっては、最新の技術情報，将来の技術の変化等も考

慮すること。

改築対象設備の必要台数・必要能力は、改築時に求める処理能力を基

本とするが、流入水量、流入水質等の実績・予測、既存能力、既存配

置及び改築提案内容を踏まえたものとすること。併せて省エネルギー

性能向上に努め、経済性及び維持管理性等を勘案し改築対象設備の用

途に応じて設計すること。



24 第5 3 (2) ア 材質の特記事項

改築対象設備に用いる材質は、腐食及び磨耗に十分耐え、堅牢なもの

とすること。



24 第5 3 (2) イ 耐震性能の確保

工事を行う場合は、下水道施設の耐震対策指針と解説（日本下水道協

会）を遵守すること。既存設備に関しては、劣化等によるぐらつきの

有無等について点検し、必要に応じて安全性を確保する措置を講じる

こと。

また、運営権設定対象施設の資機材に関して、地震時において荷崩れ

や倒壊しないよう、積み上げ高さ等に留意するとともに、必要に応じ

て転倒防止策等を講ずること。



25 第5 3 (2) ウ 既存躯体構造の保全

改築に当たっては、以下に掲げる事項に留意して、既存躯体構造を維

持すること。

①　既存躯体構造に影響を与えないようにすること。やむを得ず構造

に影響を与える場合は、構造計算の実施等により安全性を確認するこ

と。

②　既存設備より荷重の大きい設備を設置する場合は、構造計算の実

施等により安全性を確認すること。

③　設置のためにはつり等を行った場合は、適切に修復すること。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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25 第5 3 (2) エ 改築対象設備の耐用年数

改築対象設備は、「平成3年4月23日 国土交通省事務連絡別表(平成15

年6月19日改正)」及び「「補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律施行令」第14条の規定に基づく処分制限期間」に示す標準耐用

年数、処分制限期間以上、継続して機能を保持させること。また、

「宇部市下水道ストックマネジメント計画実施方針【ポンプ場・処理

場編】」で示す目標耐用年数を踏まえ、耐用年数超過設備を安易に更

新しない様、適切に管理すること。



25 第5 4 施設改築計画

（1） 基本的事項

事業者は、本事業の対象となる施設について、各施設の機能・性能の

現状及び事業を通じて蓄積したノウハウ等を踏まえ、今後の施設改築

計画に資する提案を行うこと。



（2） 施設改築計画に係る提案

施設改築計画の策定に資する情報の提供及び提案を行うこと。

①　保守点検記録

②　施設の健全度診断結果

③　改善提案事項（施設・設備改築に係る提案、留意すべき点検事項

の整理等）



25 第5 5 改築

25 第5 5 (1) 設計の実施

25 第5 5 (1) ア 基本的事項

事業者は、要求水準書及び改築計画書に従って、改築工事に必要とな

る設計を行うこと。

なお、設計にあたっての基本的事項を以下に示す。

①　設計に関する許認可等

事業者は、工事に伴う法令等で定められた各種申請等の書類作成及び

手続きに対し、市と協議の上、事業スケジュールに支障のないよう実

施すること。また、市が関係機関への申請、報告又は届出等を必要と

する場合は、事業者は書類作成及び手続き等協力すること。

②　安全性の確保

（ｱ） 対象設備を改築する場合は、既存設備の荷重（自重、動荷重）

を確認し、改築後の荷重が既設荷重以下であることを確認すること。

改築する設備の荷重が既設荷重を超える場合は、新規に構造計算を実

施し、必要に応じて躯体の補強を実施すること。

（ｲ） 災害又は事故等の緊急時において、施設を安全に停止できるシ

ステムとすること。

（ｳ） 災害又は事故等のフェールセーフ機能として、インターロック

回路の構築やバックアップを考慮すること。

（ｴ） 施設敷地内を安全かつ衛生的に保つための対策を講じること。



26 第5 5 (1) イ 積算

①　事業者は、設計が必要な場合、下水道用設計標準歩掛表に準じて

設計費の積算を行うとともに設計費内訳書を作成し、設計完成後速や

かに市に提出し、市と協議の上、市の承認を得ること。

②　設計内容を踏まえ、下水道用設計標準歩掛表に準じて工事費の積

算を行い、工事費内訳書を作成するとともに、設計図書として市に提

出すること。また、提案書類のコスト縮減策を反映すること。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認


image30.emf
頁 章 節 項 目

26 第5 5 (1) ウ 設計図書の作成及び成果品の提出

事業者は、以下に示す設計図書を市に1部提出し、承諾を得ること。

なお、様式については任意とする。

①　各種検討書、各種計算書

②　設計図

③　機器仕様書

④　工事費内訳書、見積書等価格設定資料

⑤　その他市が指定する図書



26 第5 5 (2) 工事の実施

26 第5 5 (2) ア 基本的事項

事業者は、設計図書について、市の承諾を得た後、工事に着手するこ

と。

なお、工事にあたっての基本的事項を以下に示す。

①　施工計画書の提出

事業者は、現場施工着手前に工事目的物を完成するために必要な手順

や工法、施工管理等についての施工計画書を作成し、市に提出するこ

と。

また、施工計画書の提出後において、当該計画書に変更が生じた場合

は、速やかに変更内容を反映した変更施工計画書を市に提出するこ

と。

市に提出する施工計画書は、「施工計画書作成マニュアル　山口県土

木建築部」の最新版に準じ作成すること。

②　責任施工

設備の処理能力及び性能、工事に関する法令順守は、事業者の責任に

より確保すること。また、要求水準に明示されていない事項であって

も、要求水準を確保するために必要なものは、事業者の負担で措置す

ること。

③　工事に伴う許認可

工事にあたって必要となる許認可等については、事業者の責任及び負

担において行うこと（許可申請手数料を含む）。また、市が関係機関

への申請、報告又は届出等を必要とする場合は、事業者は書類作成及

び手続き等について、事業スケジュ－ルに支障のない時期に実施でき

るように協力すること。



④　施工管理

（ｱ） 事業者は、施工計画書に示される施工方法で施工し、本施設の

能力が十分発揮するよう、十分な施工管理を行うこと。

（ｲ） 事業者は、施工管理記録を作成及び保管し、市の請求があった

場合は直ちに提示すると共に、工事完成後速やかに提出すること。

（ｳ） 事業者は、完成時に不可視となる部分や、履行状況が確認でき

るように写真を撮影して、保管し、市の請求があった場合は直ちに提

示すると共に、工事完成後速やかに提出すること。

（ｴ） 事業者は、工事の進捗状況を管理、記録し、市が行う進捗状況

の確認に協力すること。工事工程の遅れが明らかとなる、又は遅延の

おそれが見込まれるときは、その旨を速やかに市に報告し、市と協議

すること。

⑤　安全管理

（ｱ） 事業者は、工事中における安全確保を全てに優先させ、労働安

全衛生法等関連法令に基づく措置を常に講じておくこと。

（ｲ） 事業者は、関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、工事中の

安全を確保すること。

（ｳ） 事業者は、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）第 30

条第1項に規定する措置が必要な場合は、同条第2項の規定に基づき、

措置を講じる者を指名すること。

（ｴ） 事業者は、既存施設等に損害を与えた場合は、直ちに市へ報告

するとともに関係機関に連絡し応急措置をとり、補修すること。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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⑥　緊急時の体制及び対応

（ｱ） 事業者は、大雨、地震、暴風、洪水、高潮等に対しては、天気

予報などに注意を払い、常に災害を最小限に食い止める為の防災体制

を確立すること。また、気象庁等から地震情報や各種の特別警報等が

出された場合には、工事中断の措置をとるものとし、これに伴う必要

な補強・落下防止等の保全措置を講じること。

（ｲ） 上記保全措置については、施工計画書に記載すること。

（ｳ） 災害発生時においては、第三者及び作業員等の人命の安全確保

を全てに優先させるものとし、応急処置を講じるとともに、直ちに市

及び関係機関へ通知すること。

（ｴ） 事業者は、災害防止のため必要があると認めるときは、臨機の

措置をとること。またその内容を速やかに市に報告すること。

⑦　製作図及び施工図書等の提出

事業者は、設計図書の機器仕様書にて定める機器製作図、製作仕様書

及び施工図等に変更、追加がある場合は、変更承諾図書を作成し、機

器製作に先立ち市に提出し承諾を得ること。

⑧　情報の整理

事業者は、工事情報、設備情報等の内容に関して、市が登録する情報

システムに登録が可能となるよう電子データで整理及び保存するこ

と。



28 第5 5 (2) イ 試運転及び性能試験

①　試運転

事業者は、本施設を構成する設備等が必要な設計仕様を満足している

ことを確認し、 かつ、総合的な運転調整を図るため、試運転を行うこ

と。

なお、試運転の実施にあたっては、要領を記載した試運転計画書を作

成し、市の確認を受けた上で行うこと。市は試運転に立会うことがで

きる。

②　性能試験

事業者は、本施設が本要求水準書に示す性能及び設計図書を満足する

ことを確認するため、性能試験を行うこと。

なお、性能試験の実施にあたっては、要領を記載した性能試験計画書

を作成し、市の確認を受けた上で行うこと。市は試験に立会うことが

できる。



28 第5 5 (2) ウ 完成書類及び完成図書の提出と検査の実施

事業者は、「工事成績採点の考査項目の考査項目別運用表」で工事内

容別に求められる完成書類に加え、以下に示す書類を速やかに2部提出

し、市の完成検査を受けること。また、検査後は「完成図書作成要

領」で求められる完成図書を速やかに、2 部提出すること。

①　工事写真帳

②　仮完成図書

③　その他市が指定する書類等



28 第5 6 交付金の申請への協力

改築計画、設計及び工事が国の交付金交付対象となる場合は、当該交

付金交付要綱等に適合するように行うこと。

なお、交付対象外の場合であっても、事業費の内訳を明らかにすると

ともに、事業費算出に用いた単価又は歩掛等が適正であることを示す

根拠資料を示すこと。



28 第5 7 会計検査への協力

改築計画、設計及び工事において、会計実地検査等に必要な資料作

成、検査対応補助を行うこと。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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28 第5 8 その他必要な事項

ア　既存施設の解体撤去に関する事項

①　事業者は、解体撤去による産業廃棄物を搬出する場合は、産業廃

棄物処理票（マニュフェスト）又は、電子マニュフェストにより、適

正に処理されていることを確認すること。

②　事業者は、建設副産物適正処理推進要綱（国土交通事務次官通

達、平成14年5 月 30 日）、 再生資源の利用の促進について（建設大

臣官房技術審議官通達、平成 3 年 10 月 25 日）を 遵守し、建設副

産物の適正な処理及び再生資源の活用を図ること。

③　撤去品のうち有価物については、発生物品調書を作成し、市の指

定する箇所に材質毎に分類して集積すること。但し、協議による変更

も可能とする。



イ　工事実績データに関する事項

工事を実施する者は、受注時又は変更時において、工事実績情報サー

ビス（CORINS）に基づ き「登録用データ」又は「実績データ」を作成

し、市の確認を受けたうえ、登録機関に登録をし なければならない。



30 第6 (1) 市の計画業務策定に対する協力

事業者は、本事業を通じて蓄積したノウハウ等を踏まえ、市が策定を

想定している下水道法事業計画及びストックマネジメント計画等の策

定に資する情報の提供及び協力を行うこと。



31 第7 任意事業

任意事業は、独立採算を基本とし、その経理に当たっては、義務事業

及び附帯事業に係る経理 と任意事業に係る経理を区分し、常にその経

営状況を把握できるようにしておくこと。

また、任意事業の実施に当たり、補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律（昭和30年法律第179号）第22条に基づく財産の処分が必

要な場合、市が必要な手続を行うが、補助金等の返還が必要な場合に

は、事業者が相当額を負担すること。

なお、任意事業の実施に当たっては、義務事業及び附帯事業の安定経

営に影響を与えないようリスク回避措置を十分に講ずるとともに、必

要な諸手続は事業者の責任で行うこと。任意事業に係る一切の費用や

義務事業及び附帯事業に影響を与えた場合の損害等はすべて事業者が

負担すること。

 任意事業に関する提案を実施する場合、下記の項目を定めること。



１　基本的事項

（1） 目的

（2） 業務範囲

（3） 業務体制

２　事業計画に関する事項

３　維持管理に関する事項



32 第8 1 施設機能確認

本事業期間終了時又は市あるいは事業者の事由により契約を解除・終

了するときには、契約終了日前180日から90日までの間に、事業者は、

全施設・設備を対象に、継続して運転管理することに支障が無く正常

に機能している状態（健全度3（2.1～3.0）相当、軽度な汚損・劣化

（通常の経年変化によるものを含む。）を除く。） であることを確認

すること。またその確認結果を記載した施設機能確認報告書を作成

し、確認の完了の日から10日以内に市へ提出すること。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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32 第8 2 引継事項

事業者は事業期間を通じて、引継事項を記載した引継文書を作成し、

本事業終了日 180 日 前までに暫定版を、本事業終了日までに最終版

を市に提出すること。 引継文書は、対象施設固有の運転管理、保全管

理上の留意点を明確に把握できるような内容とし、以下の項目に沿っ

て記載すること。

ア　水処理及び汚泥処理を総合運転したときの機能の発揮状況

イ　各電気設備、機械設備、土木建築・付帯設備の留意点

ウ　計装設備及び制御装置の調節状況

エ　運転上の特例的な操作

オ　薬品、燃料、消耗品、補修用資器材の在庫量

カ　市からの貸与品の一覧

キ　その他留意事項



32 第8 3 その他引継事項

ア　事業者は、事業者の従事職員について次期運営主体が転籍での受

け入れを希望する場合には、市の指定する日までに、従事職員の意向

確認等について必要かつ可能な協力をし、 転籍を希望する全従事職員

の記録を次期運営主体に送付すること。

イ　事業者は、事業者が締結している契約及び維持している許認可等

について次期運営主体が承継を希望する場合には、市の指定する日ま

でに、契約相手方の意向確認又は許認可等の継続等について必要かつ

可能な協力をし、承継を希望する契約又は許認可等に関する資料を次

期運営主体に送付すること。

ウ　事業者は、市又は次期運営主体に運営が引き継がれるまでに、市

又は次期運営主体によって行われる事業や施設が要求水準を満たして

いることの確認等の評価に協力すること。

エ　事業者は、市の指定する日までに、本事業に関して事業者が有す

る財務及び運営、 技術に関するすべての最新文書を市又は次期運営主

体に電子媒体（市又は次期運営主体が必要とする場合にはハードコ

ピーも含む。）で送付すること。

オ　事業者は、事業終了日に運営権設定対象施設が、要求水準に適合

した状態で市又は次期運営主体に引き渡すこと



33 第9 1 業務概要

本仕様書は、宇部市公共下水道西部処理区ポンプ場等包括的民間委託

（以下、「本業務」という。）の必要な細目を定めることを目的とす

る。



33 第9 1 (1) 目的

事業者は、予防保全の観点で計画的かつ効率的・効果的な管理を行

い、本要求水準を満足するとともに、包括的民間委託対象施設の健全

な状態を維持することを目的とする。

また、現包括的民間委託の業務内容を踏まえ、事業者の創意工夫を十

分に活かし、安定した維持管理を事業期間中継続して実現することを

目的とする。



33 第9 1 (2) 履行期間

履行期間は、令和8年4月1日から令和38年3月31日までの30年間とし、5

年毎に契約内容の見直し、更新を予定する。なお本業務は実施契約書

及びその他関係書類（事業者の提案書含む）に従い実施する。



見出し符号
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33 第9 1 (3) 本業務の対象施設

本業務の対象施設は、以下のとおりである。

ア　小串ポンプ場

イ　浜田ポンプ場

ウ　真締川ポンプ場

エ　厚南ポンプ場

オ　マンホールポンプ施設等（桃山マンホールポンプ場、北小羽山マ

ンホールポンプ場、厚南3-4マンホールポンプ場、中川揚砂ポンプ場、

中川除塵機）

また、本市玉川ポンプ場について、令和26年3月31日まで包括的民間委

託が実施されており、その終了の約1年前から事業範囲に含めるかにつ

いて、市と事業者が協議の場を持ち、双方が合意した場合、包括的民

間委託の事業範囲に含めるものとする。



33 第9 1 (4) 本業務の範囲

本業務の範囲は、以下のとおりとする。各業務の内容及び詳細につい

ては、「２　運転管理業務の要求水準」から「４　その他の業務」に

示す。

①　運転管理業務

・運転操作・監視業務

・調達管理業務

・廃棄物管理業務

・雨水ポンプ施設の運転

②　保守管理業務

・保守点検業務

・調査業務

・修繕業務

・雨水ポンプ施設の点検

③　その他の業務

・市の計画業務策定に対する協力業務

・各業務に対する計画業務

・環境保全業務

・安全衛生管理業務

・その他必要な業務



34 第9 1 (5) 業務実施体制

業務の実施にあたっては、法令上、次に掲げる資格を有する者が実施

すべき業務には、それぞれ必要な資格を有する者に従事させること。



34 第9 1 (5) ア 有資格者の配置

常時従事する業務責任者は「下水道法施行令第15条の3に定める資格を

有する技術者」を配置すること。併せて、法令上、次に掲げる資格を

有する者が実施すべき業務には、それぞれ必要な資格を有する者に従

事させること

①　酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者

②　電気主任技術者（電気工作物の電圧別に必要な資格以上）

③　危険物取扱者（甲種又は乙種第4類）

④　玉掛け技能講習修了者

⑤　有機溶剤作業主任者

⑥　刈払機取扱作業者

⑦　小型移動式クレーン運転技能講習修了者

⑧　ボイラ技師（1級又は2級）

⑨　消火器・自動火災報知設備・非常警報器具・誘導灯の点検の資格

を有する消防設備士

⑩　その他業務履行上必要とする法令で定められた資格者等



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認
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34 第9 1 (5) イ その他の要件

①　事業者は、関係法令に基づき本業務の履行に必要な有資格者を配

置し、業務を履行する上で適正かつ必要な人員を配置すること。

②　業務は平日昼間勤務を基本とするが、異常警報の一次対応など24

時間対応が行える体制をとること。

③　事業者は、教育・研修により、従業者の知識及び技術の向上を図

ること。また、この教育研修には、市の職員も必要に応じて参加でき

るよう配慮すること。

④　事業者は、従業者を変更する場合は、当初の従業者と同じレベル

で業務を遂行できるよう教育等を行った上で配置すること。



34 第9 1 (6) 緊急事態発生時の対応

①　事業者は、豪雨、台風、地震その他の天災及び重大事故等の緊急

事態発生に備え、総括もしくは同等の能力のあるもの及び緊急度等に

応じた必要人員が非常呼び出しに応じられる体制を確立するととも

に、常にこれに対処できるよう準備しておかなければならない。

②　緊急事態が発生した場合には、予め定めた非常配備計画に従い、

速やか（概ね30分以内）に従業員を所定の場所に配備し、これに対応

しなければならない。

③　事業者は、緊急時対応業務に従事した場合は、速やかに対応状況

等を市に報告しなければならない。

④　緊急事態発生から緊急事態解除にいたるまで緊急時の勤務体制を

維持できる人員を配置しなければならない。

⑤　雨天時のポンプ場の操作方法、緊急事態の初期対応の考え方及び

危機対応マニュアルの整備については、市は事業者と協議の上、詳細

な危機管理対応を定めるものとする。



35 第9 2 運転管理業務の要求水準

35 第9 2 (1) 運転操作・監視業務

事業者は、送水先である浄化センターへの影響を考慮した運転操作・

監視・制御方法を設定し、適正にポンプ場を運転管理すること。

ア　水量の把握

　流入水量に応じたポンプ設備等の運転操作を行い、流入水量相当時

において要求水準を満足するよう、送水量を把握すること。

　なお、降雨時の運転操作には、特に注意すること。



35 第9 2 (2) 調達管理業務

ア　ガスの調達管理

　ポンプ場の運転管理を行うために必要となるガスの調達及び使用量

などの管理を行うこと。

イ　通信の調達管理

　　ポンプ場等の運転管理を行うために必要となる電話及び専用線等

の通信の調達及び使用料などの管理を行うこと。

なお、費用についても事業者の負担により実施すること。

また、新たな電話回線やインターネット回線の引込み等、既存の設備

以外に設置又は導入が必要なユーティリティについては、事業者自ら

の費用負担により設置又は導入可能とする。

インターネット回線などネットワークの利用に関しては、第三者への

情報漏洩等が発生しな

いよう、適切な運用を行うこと。

ウ　燃料、その他消耗品等の調達管理

　　ポンプ場等の運転管理を行うために必要となる燃料 及び運転を良

好に行うために必要なその他全ての消耗品等の調達、受入対応、数

量、品質、使用量及び在庫量などの管理を行うこと。

なお、費用についても受注者の負担により実施すること。



見出し符号
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35 第9 2 (3)

 

廃棄物管理業務

ポンプ場等から発生する一般廃棄物及び産業廃棄物の管理・運搬

は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律を遵守し、ポンプ場等の運

転に支障をきたすことのないよう、また、悪臭発生による周辺環境

への影響がないよう適正に管理すること。

真締川ポンプ場から発生する沈砂は事業者により搬出を行い、それ

以外のし渣、沈砂の搬出に当たっては市が実施する運搬担当者への

引き渡しを行うこと。



36 第9 2 (4)

 

雨水ポンプ施設の運転

雨水ポンプは、水位変動による自動運転のほか、大雨注意報・警報

などの大雨が予想される場合、速やかに集合の上、現場手動にてポ

ンプ運転等を行い、浸水被害の発生防止に努めること。

ア　人員配置基準

対象となる小串ポンプ場及び真締川ポンプ場に雨水ポンプ施設（エ

ンジン形式の雨水ポンプ）の運転経験1年以上を有する人員を配置す

ること。

イ　現場待機運転

流入変動に速やかに対応するため、ポンプ運転にあたっては吐出弁

等を操作し、発停頻度の低減に努めること。

ウ　その他

　小串ポンプ場及び真締川ポンプ場への集合判断基準や参集時間、

待機体制、運転方法等については、現状の運転仕様書を参考に市と

協議の上定めること。

　なお、定めた参集時間や運転方法等について、実際に運転を行う

事でより効率的・効果的な提案があれば市と協議の上、内容の見直

しを妨げない。



36 第9 3 保守管理業務の要求水準

36 第9 3 (1) 保守点検業務

ア　日常点検

事業者は、巡回等により、対象施設の異常の有無及び作動状況を確

認し、確認結果を記録及び保管すること。

イ　定期点検業務

　事業者は、対象施設の損傷、腐食及び摩耗状況等を確認し、修理

等の対策の必要性、対策方法等を検討するために、定期的に点検を

行うこと。また、必要に応じて機器の分解点検等を行い、消耗品や

部品の交換等の処置を行い、その状況を記録及び保管すること。

ウ　法定点検業務

　事業者は、関係法令等に定める点検及び検査を行うこと。

エ　保守業務

事業者は、常に各機器が正常に稼働するよう、対象施設に対して、

定期的な油の補充・交換及び清掃や、異常が発見された場合には、

調整・修理・取替等を行うこと。

オ　マンホールポンプ場の点検・清掃

　　下水マンホールポンプ場は、ポンプの故障や閉塞による汚水の

溢水が発生しないよう点検・

清掃を行うこと。

また、各マンホールポンプ場の流入特性を踏まえ、各施設・設備の

点検頻度及び項目を設定すること。



カ　電気工作物に関する事項

事業者は、電気事業法に基づき保安規程を定め、これに基づき電気

工作物の巡視、点検、 測定、並びに技術基準を遵守するための修

理、改造及び移設等を実施すること。また、電気主任技術者（以下

「主任技術者」という。）を選任（外部委託を含む）するととも

に、保安規程及び主任技術者の届出は、事業者が行うこと。
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37 第9 3 (2) 調査業務

事業者は、各機器の特性に応じて、目視・聴覚等による定性的な把握

や、測定機器等を用いて劣化の実態や動向を確認し、記録すること。

なお、改築時期や範囲を特定するための基礎資料となるため、客観的

に調査結果の妥当性が判断できるよう努めること。



37 第9 3 (3) 修繕業務

事業者は、保守点検及び調査等の結果により、機能維持や施設のライ

フサイクルコスト低減の観点から、予防保全的に分解整備や修繕を

行った方が望ましい設備が確認された場合には、分解整備や修繕等を

実施し、機能の維持や状態の回復を図ること。

また、突発的に生じた設備等の故障、不良、破損などが生じた場合

は、速やかに修繕などを実施し、その機能の回復を図ること（修繕に

は取替を含む）。

ア　修繕業務に係る費用

　事業者は、各施設の修繕業務に係る費用として、10,000,000円（税

抜）/年を計上するものとし、計上した費用を上限として、修繕業務実

績により各年度毎に清算するものとする。

　　なお、事業者は個々の修繕業務の実施の際には、事前に当該修繕

の内容・費用を見積書として市に提出し、その承諾を得るものとす

る。ただし、緊急時等やむを得ない場合及び10 万円以下の修繕は、事

前の実施連絡を行った上で、終了後に、当該修繕の内容・費用を市に

提出すること。また、内製による対応については部品等購入費に限

る。



37 第9 3 (4) 雨水ポンプ施設の保守点検

事業者は、雨水ポンプ場の除塵機等沈砂池設備、ポンプ設備、電源設

備、補機類等の各設備が確実に動作するように、平常時から保守点検

を実施すること。また各設備の特性を踏まえた項目を設定の上、保守

点検にあたること。

　また運転状況について、点検整備報告書に記録するとともに、必要

時に引き出せるような管理を行うこと。



37 第9 4 その他の業務

37 第9 4 (1) 市の計画業務策定に対する協力業務

事業者は、本業務を通じて蓄積したノウハウ等を踏まえ、市が策定を

想定している下水道事業計画及びストックマネジメント計画等の策定

に資する情報の提供、協力及び提案を行うこと。具体的には次の事項

を含んだ情報提供、協力を行うこと。

①　維持管理日報、月報、年報（不具合発生記録、苦情発生記録等含

む）

②　保守点検記録

③　調査記録



見出し符号
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38 第9 4 (2) 各業務に対する計画業務

ア　業務実施計画書

事業者は、事業期間全体の業務に関する業務実施計画書、年間の業務

に関する年間業務実施計画書、月間の業務に関する月間業務計画書を

作成するとともに、市と協議の上決定し、市に提出すること。また、

計画書の作成にあたっては、次に掲げる事項を含めること。

なお、年間業務計画書は本事業開始予定日の30日前までに年間業務計

画書を市に提出すること。またそれ以降の各事業年度については、当

該事業開始前年度の2月末日までに年間事業計画書を市に提出するこ

と。また、月間業務計画書は当該事業開始前月末日までに市に提出す

ること。

①　業務概要

②　管理体制

③　業務計画

④　業務実施方法

⑤　緊急時対応計画

⑥　その他必要事項



イ　業務報告書

事業者は、業務実施計画書を踏まえて、年間の業務に関する年間業務

実施報告書、月間の業務に関する月間業務実施報告書を作成するとと

もに、市と協議の上決定し、市に提出すること。



38 第9 4 (3) 環境保全業務

業務の実施に当たっては、地域住民の生活環境に十分配慮し、適正な

環境衛生管理を行うこと。また、業務に使用する建物内は、日常的な

清掃を励行し、清潔に保持すること。

植栽管理や除草について、定期的な草刈と樹木の剪定を実施し、施設

の作業性及び美観を損なわないよう、適切な時期に実施すること。

また、対象施設の敷地境界において、毎年以下に示す悪臭物質を測定

分析し、分析結果を市に報告すること。なお、採取日時は市と協議の

上決定すること。

①　アンモニア

②　硫化水素

③　メチルメルカプタン

④　硫化メチル

⑤　二硫化メチル



38 第9 4 (4) 安全衛生管理業務

事業者は、安全衛生管理及び安全活動を推進すること。

また、災害原因である危険を排除することに努め、排除できない危険

については保護具等で危険ゼロを確保し、作業手順を全員が遵守して

ミスやエラーを予防すること。



38 第9 4 (5) その他必要な業務

ア　マニュアル整備業務

事業者は、運転管理マニュアルのほか、保守点検、水質管理、環境整

備、保安管理、災害及び緊急時対応（危機管理マニュアル）、その他

の各業務のマニュアルを作成するとともに、市と協議の上、策定し、

見直しと改善、整備を行うこと。



イ　災害及び緊急時対応業務

災害や事故、機器故障の発生など緊急時における一次対応を行い、応

急措置を講じ被害を最小限に抑えるとともに、危機管理マニュアルに

基づき、初期対応、連絡、原因調査、修繕依頼、支援依頼、復旧対応

などを行うこと。

定期的に非常時対応訓練を発注者と連携して実施するとともに、災害

や事故発生時等において速やかに対応できる体制を構築すること。



見出し符号

確認事項 確認箇所 確認


